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第1章  

序論 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 再生可能エネルギー電源の導入傾向 

 再生可能エネルギー電源は，太陽光，風力，水力，地熱，バイオマスなどの資源を永続

的に使用できる電源であり，化石燃料のように枯渇する恐れがないため，エネルギー自給

率の向上，CO2 排出量削減に期待でき，エネルギー源の多様化による電力の安全供給の実

現に大きく寄与する。わが国では，2012 月 7 月から開始された再生可能エネルギーの固定

買取価格制度により，再生可能エネルギー電源の導入促進が図られている [1-1]。また，近年

では，太陽光発電を中心とした再生可能エネルギー発電事業者からの大量の接続検討の申

し込みにより，需要が少ない状況での需給調整の観点から太陽光発電の接続を保留とした

問題を受け，電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下，

再エネ措置法）の施行規則が改正された。これにより，太陽光発電と風力発電のきめ細か

な出力抑制ルールが採用され，再生可能エネルギー電源の更なる導入拡大と電力の安定供

給との両立が図られている [1-2]。表 1-1 に平成 27 年 5 月末時点での再生可能エネルギー電

源の導入状況 [1-3]を示す。また，わが国における太陽光発電の導入実績 [1-4]を図 1-1 に示す。

これらの結果から，固定価格買取制度開始後の 2012 年からの数年で，太陽光発電の導入量

は急激に増加しており，平成 27 年 5 月末時点では，固定価格買取制度開始後に新規に認

定を受けた設備として，太陽光発電が全体の約 96.4%を占めていることがわかる。また，

非住宅用太陽光発電の認定割合が最も高く全体の約 80.8%であり，次いで住宅用太陽光発

電の約 15.6%であり，非住宅用太陽光発電が約 5 倍程度多く導入されているのが現状であ

る。  

 図 1-2，および図 1-3 に，わが国におけるエネルギー別発電電力量構成比の推移 [1-5]と 2030

年の想定電源構成 [1-6]を示す。2011 年に発生した東日本大震災の影響により，現在は火力

発電が原子力発電を代替しており，その比率は約 80%程度となっている。一方，長期エネ

ルギー需給見通し [1-6]では，図 1-3 に示すように，徹底した省エネルギー・節電により 2030

年度の電力需要を 2013 年度と同程度まで抑え，再生可能エネルギーを最大限に導入する

ことによって原子力発電への依存度の低減を図ることを想定している。2030 年の想定電源
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構成では，再生可能エネルギー電源は 22~24%を占め，現状の電源構成比の約 2 倍である

ことから，再生可能エネルギー電源の電力系統への導入量はますます増加することが予想

される。  

表 1-1 平成 27 年 5 月末時点での再生可能エネルギー電源の導入状況  

 

固定価格買取制度開始後 固定価格買取制度開始前  

導入容量[万 kW] 認定容量[万 kW] 平成 24 年 6 月末までの累

積導入量  

[万 kW] 新規認定分  移行認定分  新規認定分  

太陽光  

（住宅）  
325 469 392 約 470 

太陽光  

（非住宅）  
1,684 26 7,858 約 90 

風力  33 253 233 約 260 

中小水力  10 21 66 約 960 

地熱  0 0 7 約 50 

バイオマス  29 113 233 約 230 

合計  2,082 883 8,789 約 2060 

1) 新規認定分は，再生可能エネルギー固定買取価格制度の開始後に認定を受けた設備  

2) 移行認定分は，再エネ特措法施行時点で既に発電を開始していた設備，または特例太陽光

発電設備（太陽光発電の余剰電力買取制度の下で買取対象となっていた設備）のうち，固

定価格買取制度スタート後に移行した設備  

*出典：資源エネルギー庁 固定価格買取制度情報公開用ウェブサイト [1-3] 

 

 

図 1-1 日本における太陽光発電の導入実績 

*文献[1-4]を参考に作成  
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図 1-2 エネルギー別発電電力量構成比の推移  

*東京電力 エネルギー別発電電力量構成比（電力 10 社） [1-5]を参考に作成  

 

 

 

図 1-3 2030 年の想定電源構成  

*出典：経済産業省 長期エネルギー需給見通し [1-6] 
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1.1.2 再生可能エネルギー電源の大量導入による電力系統での課題と対策 

 再生可能エネルギー電源の普及は，エネルギー自給率の向上等の利点だけではなく，電

力系統への連系に関する技術的課題も多く報告されている。本項では，再生可能エネルギ

ー電源が電力系統に大量導入された際の課題を概説する。  

 

(1) 周波数調整面での課題  

(1-i) 余剰電力の発生  

 電力会社では再生可能エネルギー発電事業者からの接続検討申し込みを受け，系統連系

を全て許可した場合は，ゴールデンウィークや年末年始，お盆などの軽負荷期において，

太陽光発電等の再生可能エネルギー電源とベース供給量の合計発電量が電力需要を超過し，

図 1-4 に示すような余剰電力が発生する可能性がある。この場合，火力発電機の出力調整

等にて対応するため，電力系統側の電源設備・流通設備の稼働率の低下が懸念されており，

また，再生可能エネルギー電源の接続保留といった問題が生じている。このような課題に

対しては，蓄電池を併設することによる余剰電力の吸収，軽負荷期における太陽光発電の

出力抑制を行うなどの対策が考えられている。また，出力抑制に関しては，再エネ措置法

の施行規則の改正により，500kW 未満の小規模設備までの出力抑制対象の見直し，日数単

位（30 日）から時間単位（太陽光発電：360 時間，風力発電：720 時間）への抑制ルールの

移行，接続可能量を超過した場合の指定電気事業者制度の活用による接続拡大といった対

策が実施された。さらに，太陽光発電に適用される調達価格の適正化などの固定価格買取

制度の運用見直しも実施された [1-2]。  

 

 

 

図 1-4 余剰電力発生のイメージ  

出典：資源エネルギー庁 次世代送配電ネットワーク研究会  報告書 [1-7] 
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(1-ii) 周波数調整力不足  

 電力系統では，周波数調整として数十秒から数分以内の短周期変動や需給のミスマッチ

に対してはガバナ・フリー運転，数分から十数分の変動に関しては負荷周波数制御（LFC：

Load Frequency Control），十数分から数時間程度の比較的長時間の負荷変動に関しては経済

負荷配分制御（ELD：Economic Load Dispatch）により発電機の出力調整を行っている。周

波数調整には，火力発電機と水力発電機を用いており，通常は瞬時的に変動する需要に追

随した出力調整が行えるように電源の確保を行っている。  

 しかしながら，太陽光発電や風力発電は日射量や風況などの気象条件によって発電出力

が変化する不安定な電源であり，電力系統に大量導入された場合には発電機の出力調整で

は対応できない場合がある。とりわけ，風力発電ではカットアウトなどに伴う出力停止や

風況変化による出力上昇を原因とする急峻，かつ大規模な発電出力の変動（ランプ）によ

って，火力発電等の発電機にて出力調整が間に合わず，大規模停電を引き起こす可能性が

あり，このような課題に対しては，蓄電池を併設するなどの実証試験が行われている他，

風力発電出力の予測技術の向上が行われている [1-8]。  

 

図 1-5 風力発電の出力変動の例  

*出典： 九州電力 リアルタイムデータ（長島風力発電所） [1-9] 

 

(2) 電圧管理面での課題  

(2-i) 配電線における電圧上昇・電圧変動  

 配電系統に太陽光発電が大量に導入された場合，太陽光発電の発電電力が需要家消費電

力を上回る余剰電力が発生する。余剰電力は配電系統に逆潮流し，その結果として，受電

点電圧が上昇し，電気事業法第 26 条および電気事業法施行規則第 44 条にて定められる適

正電圧範囲（101±6V，202±20V）を逸脱する可能性がある。また，太陽光発電の出力変動

に伴う電圧変動により，電圧制御機器のタップ動作回数が増加して摩耗劣化することによ

る短寿命化や電圧制御機器を用いた電圧管理の困難化が懸念されている。このような課題
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の対策として，柱上変圧器の分割やパワーコンディショナ（PCS：Power Conditioning System）

による発電出力抑制・進相無効電力制御による電圧上昇抑制対策，高速に応答できる次世

代電圧制御機器の活用による電圧変動の抑制，電圧管理手法の高度化が行われている。近

年では，需要家に対する平等性の確保，太陽光発電の利用率の低下などから，電圧上昇対

策として，PCS に常に一定の力率で進相運転を行う機能（力率一定制御）を具備しておく

ことが有効であるとされている [1-10]。  

 

 

図 1-6 配電線における電圧上昇  

出典：資源エネルギー庁 次世代送配電ネットワーク研究会  報告書 [1-7] 

 

(2-ii) 不確実性・電圧不平衡  

 配電系統には，メガソーラーと呼ばれる大規模な太陽光発電だけでなく，住宅用太陽光

発電が多く連系される。住宅用太陽光発電の導入は需要家の判断に委ねられるため，その

導入量や導入分布は不確実な要素である。また，再エネ措置法の改正により，住宅用太陽

光発電も出力抑制の対象となったことから [1-2]，需給調整の観点から太陽光発電の出力抑制

が行われる可能性もあり，電力潮流が複雑化することで配電系統運用の困難化が懸念され

ている。  

 また，わが国では，高圧配電方式として非接地三相 3 線式，低圧配電方式として単相 3

線式，異容量三相 4 線式等が主に採用されており，低圧系統には高圧系統から柱上変圧器

を介して配電される。柱上変圧器は高圧配電線の三相の線間に接続するため，住宅用太陽

光発電が低圧配電線に大量に導入された場合には，高圧配電線での電圧不平衡率が増大し，

これまでの三相平衡を想定した電圧管理方法では適正電圧の維持が困難となる恐れがある。

これらの課題に関しては，配電系統電圧管理の困難さを太陽光発電の導入量，導入分布の

観点から評価するとともに，配電系統内の計測値から負荷電力と太陽光発電電力を推定す

る [1-11]，ヒートポンプ給湯機の昼間運転や蓄電池を利用した電圧上昇の軽減 [1-12]などの低

圧系統単位，需要家単位での電圧管理が重要となる。   
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(2-iii) 単独運転防止と FRT 要件  

 配電系統事故時には，電力会社は事故復旧のために配電用変電所の遮断器を開放して電

力供給を停止する。系統事故時には，太陽光発電等は保安確保のため系統から解列する必

要があるが，発電・負荷電力が拮抗し，このような場合においても太陽光発電等が運転を

継続する状態を単独運転と言う。単独運転は事故の被害拡大や復旧遅れにつながるだけで

なく，現場作業員の感電，機械損傷といった人身および電力設備の安全に対しても影響を

与えるため，保護リレー等で系統から解列させる単独運転防止機能の付加が義務付けられ

ている [1-13]。しかし，単独運転防止装置同士の相互干渉により，太陽光発電が大量に導入

された場合には単独運転を検出できない可能性があり，瞬間的な電圧低下や周波数変動等

の乱れに対して単独運転防止装置が動作してしまい，不必要な解列・一斉脱落が行われて

しまうことも懸念されている。このような課題に対しては，新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）などの実証研究が実施されており [1-14], [1-15]，これらの成果を踏まえ，系

統連系規程に単独運転検出機能や瞬時電圧低下時にも解列せずに運転を継続できるような

FRT（Fault Ride Through）機能に関する要件が随時追加されている。  

 

 

 

(a) 太陽光発電の単独運転  

 
(b) 太陽光発電の不要解列・一斉解列  

図 1-7 単独運転と不要解列・一斉解列のイメージ  

出典：資源エネルギー庁 次世代送配電ネットワーク研究会  報告書 [1-7] 



第 1 章 序論 

-8- 

 

1.1.3 配電系統電圧管理の高度化に向けた取り組み  

 前項では，再生可能エネルギー電源が大量導入された際の電力系統の技術的課題の一例

を述べた。本項では，配電系統における電圧管理に着目し，近年の太陽光発電等の再生可

能エネルギー電源が導入された際の電圧管理の高度化に関する取り組みについて概説する。 

 

(1) 配電自動化システムとセンサ内蔵自動開閉器の導入  

 配電系統には配電自動化システムが導入されており，自動区分開閉器の遠隔制御による

業務効率の向上や配電系統事故の自動復旧による供給信頼度の向上が図られている。現行

の配電自動化システムの構成例を図 1-8 に示す。わが国の配電自動化システムは，昭和 60

年ごろから実用化されており，中枢を担う中央処理装置，営業所親局，変電所子局，開閉

器子局等から構成され，主な機能として，配電系統機器の計測電圧値等の管理情報の自動

収集，開閉器の自動遠隔制御が挙げられる [1-16]。こうした機能と時限順送方式を採用した

自動区分開閉器により，供給支障事故が発生した際の故障区間の検知と健全停電区間への

迅速な自動融通を可能としている。配電自動化システムによる配電事故復旧時の様相を図

1-9 に示す。図 1-9(a)は配電線事故時（健全時）の系統構成であり，配電自動化システムに

よって事故区間の検出と自動区分開閉器の遠隔制御を行い，図 1-9(b)に示すように，事故

区間の系統から切り離しと健全停電区間への自動送電を行う。また，配電系統事故以外に

も，中央処理装置では配電線の負荷均等化，配電損失の低減化，配電設備利用率の向上に

向けたシミュレーションが可能であり，配電系統計画にも役立てている。  

 

図 1-8 配電自動化システムの構成例  

*出典：電気工学ハンドブック第 7 版 図 30･10･2[1-16] 
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(a) 事故発生時の構成  

 
(b) 事故復旧時の構成  

図 1-9 配電自動化システムによる系統事故復旧  

*電気協同研究会 , “低炭素社会の実現に向けた配電系統の高度化”を参考に作成 [1-17] 

 

 しかしながら，現在の配電自動化システムでは変電所引出口の電圧値・電流値のみが計

測対象となっており，配電系統への太陽光発電の導入拡大により，現状の計測情報だけで

は負荷電流を正確に把握することができない。そのため，配電系統情報が複雑化され，系

統運用が困難となる可能性がある。また，配電自動化システムの運用開始から 10 年以上が

経っており，現地機器の経年劣化による故障等が考えられることから，図 1-10 に示すよう

な配電線路の電圧，電流を計測するセンサを有するセンサ内蔵自動区分開閉器（以下，セ

ンサ内蔵開閉器），ならびにその計測値から力率，不平衡電圧の取得処理，および配電線事

故の予兆検出が可能な制御器の導入が進められている [1-17]。センサ内蔵開閉器を活用する

ことにより，設置箇所での計測情報を活用した配電線の正確な電圧・電流分布を把握する

ことが可能となるため，設備利用率の向上し，きめ細かい配電系統運用も可能となる。ま

た，他物接触等による漏電電流の検知により，配電線事故予兆発生区間の特定ができ，保

守作業の省力化と供給信頼度の向上が期待できる。  

 

図 1-10 センサ内蔵開閉器  

*出典：電気工学ハンドブック第 7 版 図 30･10･4[1-14] 

LRT

66kV/6.6kV

区間自動開閉器

（on）

区間自動開閉器

（off）

配電用変電所

配電線遮断器

隣接配電線

隣接配電線

事故区間
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【事故発生時】

LRT

66kV/6.6kV

区間自動開閉器

（on）

区間自動開閉器

（off）

配電用変電所

配電線遮断器

隣接配電線

隣接配電線
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(2) 次世代電圧制御機器の導入  

 現在の配電系統では，主に電圧制御機器として負荷時タップ切替変圧器 LRT（Load Ratio 

control Transformer）とステップ式自動電圧調整器 SVR（Step Voltage Regulator）が用いら

れているが，再生可能エネルギー電源の大量導入に伴う配電系統の電圧管理の課題を解決

するため，多くの次世代電圧制御機器の開発・検証が進められている。  

 次世代電圧制御機器としては，従来の SVR の仕様を改良したタップ切替式の次世代

SVR[1-18]，低圧自動電圧調整器 LVR（Low Voltage Regulator） [1-19], [1-20]，サイリスタによっ

て電圧を補償する TVR[1-21], [1-22]の他，パワーエレクトロニクス技術を活用した静止形無効

電力補償装置 SVC（Static Var Compensator），STATCOM（Static Synchronous Compensator）

等の FACTS（Flexible AC Transmission System）機器があり，それぞれの長所を活用した検

証が行われている [1-23]–[1-26]。近年では，太陽光発電の余剰電力の充電や電力の効率的な使

用の観点から，配電系統や需要家への電気自動車 EV（Electric Vehicle）・プラグインハイブ

リッド自動車 PHV（Plug-in Hybrid Vehicle），蓄電池 BESS（Battery Energy Storage System）

の導入も進み，これらの蓄電システムを活用したエネルギーマネジメントも実証されてい

る [1-27], [1-28]。表 1-2 は既存設備と次世代電圧制御機器の特徴を示しており，図 1-11 はこれ

らの電圧制御機器の設置イメージである。  

表 1-2 配電系統の電圧制御機器の特徴  

 設置箇所  調整原理  要素技術  動作時限  機器コスト・仕様・特徴  

LRT 
配電用  

変電所  
変圧比  

タップ  

切替  
200s 程度  タップ切替寿命 20 万回  

SVR 

高圧  

配電線  

変圧比  
タップ  

切替  
45~180s 程度  

約 300 万円  

タップ切替寿命 20 万回   

次世代

SVR 
変圧比  

タップ  

切替  
15~180s 程度  

SVR の 1.5 倍以下のコスト  

遠隔整定機能あり  

タップ切替寿命 20 万回  

TVR 変圧比  サイリスタ  50ms 程度  
SVR の 1.5 倍以下のコスト  

半導体部品に依存  

SVC 無効電力

出力  

サイリスタ  100ms 程度  約 1000 万円，他励式  

STATCOM インバータ  40ms 程度  約 1500 万円，自励式  

BESS 
高低圧  

配電線  

有効電力  

無効電力  
電池特性に依存  

Li-ion 電池，NaS 電池，

Redox flow 電池等  

LVR 

低圧  

配電線  

変圧器  

変圧比  
タップ  

切替  
120s 程度  

柱上変圧器の 2 倍程度  

タップ切替寿命 20 万回  

*文献[1-18]，文献[1-29]，[1-30]を参考に作成  
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図 1-11 次世代電圧制御機器の配置イメージ  

* 文献[1-27]を参考に作成  

(3) 電圧制御手法の高度化 

 現在の配電系統での電圧制御手法には，予め時間的に決定したスケージュールでタップ

値を調整するプログラム・コントロール方式や線路電圧降下補償器 LDC（Line Drop 

Compensator）を用いて，配電系統に設定した負荷参照点の電圧を一定に保つように変圧器

を流れるバンク電流に基づいて自動的にタップ値を調整する LDC 方式が採用されている。

しかしながら，現行の電圧制御手法における電圧制御パラメータは，配電線の電圧が電源

側から需要家側へ単調に減少することを前提として決定されているため，太陽光発電等の

再生可能エネルギー電源からの逆潮流に起因する配電線の電圧上昇や発電電力の変動に伴

う急峻な電圧変動に対して，適正電圧範囲からの逸脱が生じ，電力品質を確保できない可

能性がある。  

このような背景の下，配電系統の電圧制御手法の高度化を目的とした様々な研究が行わ

れており，大きく分類すると，前述した次世代電圧制御機器の設置・協調制御に関する手

法と，既存の電圧制御機器の電圧制御方式の高度化や電圧制御パラメータの決定に関する

研究に分けられる。前者は，応答速度が速く，太陽光発電の出力変動にも対応できる FACTS

機器を導入し，既設の電圧制御機器 LRT・SVR と協調制御させることにより，効率的な電

圧制御を可能としている [1-31], [1-32]。また，蓄電池の特徴として有効電力と無効電力を同時

に出力できることから，無効電力出力にて太陽光発電の電圧変動を補償しながら，有効電

力にて需給調整としての負荷平準化を行うといった手法も提案されている [1-33]。しかしな

がら，これらの電圧制御機器の導入コストは既存の電圧制御機器と比較して高く，電圧制

御効果が機器容量，設置箇所，配電系統構成に依存してしまうといった課題がある。一方，

後者では，現行の電圧制御手法の高度化 [1-34]–[1-36]やリアルタイムの計測電圧値から直接的

に電圧制御機器のタップ制御を行う集中型電圧制御手法 [1-37], [1-38]などが提案されている。

集中型電圧制御手法では，オンラインで取得する電力潮流に追従した制御が可能となるた

め，想定外の電力潮流変動，配電事故復旧時の系統構成切替に十分に対応することができ，

次世代電圧管理手法と期待されている。しかし，これまで提案されてきた集中型電圧制御
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基
幹
系
統

低圧系統

区間自動開閉器
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区間自動開閉器
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柱上変圧器
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手法の多くは配電系統事故の発生しない健全時でのみ検証されており，健全時から事故復

旧時までに及ぶ評価はなされていない。また，文献 [1-39], [1-40]では，配電系統内に設置した

計測機器を活用し，過去の電力潮流と電圧の関係から電圧制御パラメータを決定できるが，

電圧制御機器のタップ動作回数等の機器的要素が考慮できていないといった課題がある。 

 

 

1.2 本論文にて扱う課題と論文構成 

 前節で示したように，配電系統ではこれまで多くの電圧管理手法の提案・検証がなされ

ているが，配電系統の電圧管理を行なう上で解決すべき課題は依然として存在する。そこ

で本論文では，センサ内蔵開閉器ならびに通信設備が整備され，太陽光発電が大量導入さ

れた配電系統における健全時と事故復旧時の電圧管理手法として，第 2 章から第 4 章にて

それぞれ下記の 3 つの電圧管理手法を提案し，その有効性の検証を行う。  

 

1.2.1 複数台の次世代電圧制御機器が同一の配電線に多段設置された際の電圧管理 

 複数台の電圧制御機器が多段設置された配電系統では，多段設置された電圧制御機器が

独立して電圧制御を行うため，太陽光発電出力の変動による急峻な電圧変動が生じた際に

は適正電圧の維持が困難となるだけでなく，電圧制御に偏りが生じ，タップ動作回数が増

加するという課題がある。タップ動作回数の増加は電圧制御機器の摩耗劣化・短寿命化に

直接的に影響するため，避けるべき事項である。  

 第 2 章では，健全時の電圧管理手法として，複数台の次世代 SVR が同一配電線内に多段

設置された配電系統における適切な自律分散型電圧管理手法を提案する。提案手法では，

ヒューリスティックアルゴリズムである貪欲法をベースとした探索手法により，膨大な組

合せ数となる複数台の次世代 SVR の電圧制御パラメータを同時に決定し，次世代 SVR に

具備されている隔整定機能を活用して，動的に時間帯ごとに適した電圧制御パラメータに

更新する。このような方策により，配電系統での電圧逸脱量と電圧制御機器のタップ動作

回数の削減，ならびにタップ動作回数の均平化が可能であることを明らかにする。  

 

1.2.2 配電系統の事故復旧時に対応した電圧管理 

 配電系統にて供給支障事故が発生した場合，配電自動化システムにより事故復旧が行わ

れる。配電事故復旧時には健全停電区間に自動送電を行うため，自動区分開閉器の遠隔操

作により配電系統構成が変更される。これは電圧制御機器の制御担当部が変更されること

を意味しており，面的に広がる配電系統に存在する多様な需要家に対する電力品質を確保

するためには，電圧逸脱量だけでなく，電圧逸脱需要家数の削減も必要である。しかしな

がら，これまで配電系統の事故復旧時に対応する多目的な電圧制御手法は提案されていな
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かった。  

 第 3 章では，配電系統事故として最も電圧管理が困難となるバンク事故を想定し，健全

時とバンク事故復旧時に対応した電圧制御機器の集中型電圧制御手法を提案する。これま

での集中型電圧制御手法では，電圧制御機器のタップ切替を決定する電圧制御指標として

電圧逸脱量のみを考えた単目的なものであったため，バンク事故復旧時のような電圧逸脱

が生じやすい場合には事故復旧配電線の電圧逸脱が他の複数の配電線に波及してしまい，

電圧逸脱量は削減できるが，電圧逸脱が発生する需要家数が増加してしまう恐れがあった。

そこで提案手法では，バンク事故発生時の電圧逸脱量を増加させない制約の下，電圧制御

指標に電圧逸脱需要家数を取り入れることで，配電系統の電圧逸脱量と電圧逸脱需要家数

の双方を削減することを目的とし，その有効性を明らかにする。  

 

1.2.3 集中型電圧制御におけるセンサ計測電圧値の改ざん検知  

 通信設備を活用する集中型電圧制御手法では，センサ計測電圧値の計測誤差，センサ装

置の不具合等によるデータ欠損といった問題が生じる可能性がある他，悪意を持った攻撃

者によりセンサ計測値の改ざん等が行われる可能性が存在する。センサ計測電圧値が改ざ

んされた場合には電圧制御機器が誤動作し，適正電圧範囲からの電圧逸脱が発生する可能

性があるため，需要家への電力品質を確保するためにも電圧管理上のサイバーセキュリテ

ィを向上させる必要がある。しかしながら，配電系統の電圧管理において，センサ計測電

圧値が改ざんされるなどのサイバーセキュリティの評価はこれまでなされていない。  

 第 4 章では，配電系統電圧制御のサイバーセキュリティの観点から，センサ内蔵開閉器

の計測情報を活用する集中型電圧制御手法を前提とした，計測電圧値の改ざん検知手法を

提案する。提案手法は健全時の電圧の振る舞いや過去の計測情報に基づくものであり，そ

の目的は計測電圧値の改ざんによるタップ切替の抑制，強制的なタップ切替といった電圧

制御機器の誤動作を最大限に防止し，適正電圧範囲からの電圧逸脱の発生を回避すること

である。また，センサ計測電圧値の改ざんが配電系統の電圧管理に与える影響を電圧逸脱

量の観点から評価し，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数と改ざんに伴う電圧逸脱量，およ

び太陽光発電の発電量との関係を定量的に評価することにより，提案する改ざん検知手法

の有効性を検証する。  

 

 第 5 章は結論であり，本研究の成果をまとめ，今後の課題について言及する。  
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第2章 多段設置された電圧制御機器の 

最適電圧管理手法 

2.1 本章の概要 

 配電系統における主な電圧制御機器として，負荷時タップ切替変圧器 LRT と自動電圧調

整器 SVR がある。LRT は配電用変電所に設置され，変電所以下の複数の配電線の電圧を一

括して制御している。一方，SVR は配電線路長が長く，LRT のみでは電圧降下が補償でき

ない配電線に設置され，配電線路長が極めて長い場合には電圧降下を補うために単一の配

電線に SVR を複数台設置することにより電圧調整が行われている。しかしながら，再生可

能エネルギー電源の配電系統への大量導入により，現行の自律分散型電圧制御手法では適

正電圧の維持が困難となり [2-1], [2-2]，また，太陽光発電の出力変動に伴い SVR のタップ動

作回数が増加して機器の摩耗劣化・短寿命化につながり，多段設置された SVR ごとのタッ

プ動作回数に偏りが生じることが懸念されている。しかしながら，多段設置された SVR の

電圧管理手法に関しては十分な検証が行われていないのが現状である。  

 本章では，導入が進められている次世代 SVR[2-3]に着目し，複数台の次世代 SVR が配電

線に多段設置された配電系統における最適自律分散型の電圧管理手法，ならびに電圧制御

パラメータ決定手法を提案する。提案する電圧管理手法では，次世代 SVR の遠隔整定機能

を活用して時間帯ごとに適した電圧制御パラメータに動的に更新することにより，配電系

統での電圧逸脱量の削減，各電圧制御機器のタップ動作回数の削減，ならびにタップ動作

回数の均平化を図る。また，動的更新する電圧制御パラメータの決定にはヒューリスティ

ックアルゴリズムである貪欲法をベースとした探索手法を提案しており，開閉器の状態遷

移や電圧制御機器の増減といった配電系統構成の変化にも容易に対応できる実用的な手法

である。また，提案する電圧管理手法の妥当性を検証するため，実配電系統モデルを用い

た数値シミュレーション，および早稲田大学内に構築した配電系統制御シミュレーターを

用いた電気的実験を実施し，電圧逸脱量，タップ動作回数の観点から評価を行う。  
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2.2 電圧制御機器が多段設置された配電系統における 

電圧管理の課題 

 配電線路亘長が極めて長く，一台の電圧制御機器だけでは電圧降下を保証できない場合

には，複数台の電圧制御機器を同一配電線内に多段設置し，電圧を適正範囲に維持する。

また，太陽光発電が大量に導入される次世代配電系統では，現状と比較して電圧制御機器

の設置台数が 1.5~2.0 倍程度に増加する可能性があり，電圧制御機器が多段設置される可

能性も高くなるため，多段設置された電圧制御機器の適切な電圧管理手法が必要である。  

 電圧制御機器が多段設置された配電線では，それぞれの電圧制御機器が独立した電圧制

御を行うため，適切な電圧制御パラメータが設定されていない場合には，図 2-1 に示すよ

うに配電線電圧を適正範囲内に維持することが困難となる。図 2-1 では，青実線に示すよ

うに，電源側の SVR1 がタップ動作を行わない場合に適正電圧の維持が可能となる。しか

し，緑実線のように，電圧制御パラメータが太陽光発電の導入を想定せず，配電用変電所

から配電線の末端まで単調に電圧降下することを前提として決定されているため，青破線

に示すように太陽光発電が導入された際に電圧逸脱が生じる。また，配電系統の末端側に

設置された電圧制御機器は，太陽光発電の発電出力の変動による急峻な電圧変動の影響だ

けでなく，電源側の電圧制御機器のタップ動作の影響を受けるため，末端側の電圧制御機

器ではタップ動作のハンチング現象が顕著化してタップ動作が増加する傾向があり，複数

台の電圧制御機器のタップ動作回数に偏りが生じてしまう可能性ある。タップ動作回数の

増加は電圧制御機器の摩耗劣化・短寿命化に直接的に影響するため，不要なタップ動作は

避けるべきであり，懸念すべき課題の一つである。そのため，配電系統の電圧逸脱量を削

減するだけでなく，不必要なタップ動作を防止でき，多段設置された電圧制御機器のタッ

プ動作回数の均平化を可能とする適切な電圧管理手法・電圧制御パラメータの決定手法が

求められている。  

 

 

図 2-1 電圧制御機器が多段設置された際の電圧管理の困難性  

SVR1 SVR2

配電線路長

適正電圧
範囲

電圧

太陽光発電あり（SVR従来）

太陽光発電なし

太陽光発電あり（SVR最適）

タップ動作の影響
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2.3 次世代 SVR による電圧制御 

2.3.1 次世代 SVR の仕様 

 太陽光発電の出力変動が招く電力潮流の不安定化による電圧の適正電圧範囲からの逸脱

による電力品質の悪化を防止するためには，電圧制御機器による適正な電圧制御が必要不

可欠である。配電線路長が極めて長く，電圧降下が著しく大きくなる配電線には，電圧制

御機器 SVR を複数台設置することにより，電圧降下を補償し，適正電圧の維持を図ってい

る。しかしながら，現行の SVR（以下，従来 SVR）のタップ幅は粗いためタップ動作に伴

う電圧変動が大きくなり，また，実際にタップ動作までに要する動作時間も 45～180 秒程

度と長いため，太陽光発電の急峻な出力変動に対応できない可能性が高い。加えて，現行

の電圧制御に用いられている電圧制御パラメータは太陽光発電などの再生可能エネルギー

電源が連系されず，配電用変電所から配電線の末端まで単調に電圧降下することを前提と

して決定されており，また，電圧制御パラメータを年間通して固定して運用することが多

いため，太陽光発電導入時には適正電圧の維持が困難となる可能性がある。  

 そこで現在，急峻な出力変動にも細かな電圧制御で対応できる次世代 SVR の開発が進め

られており，電圧制御機器自体の制御機能の高度化が検討されている [2-3]。表 2-1 に従来

SVR と次世代 SVR の仕様を示す。次世代 SVR ではタップ幅を従来 SVR のタップ幅より

も小さくすることにより，きめ細やかな電圧制御を可能としている。また，タップ制御の

動作時間を短く設定することができるため，従来 SVR より高速にタップ動作を行うことが

でき，太陽光発電の急峻な出力変動による電圧変動にも対応が可能である。さらに，次世

代 SVR は電圧制御パラメータの遠隔整定機能を備えていることから，配電系統の電圧値・

電流値・電力値等の計測情報を活用することにより，配電系統の状態に即した電圧制御パ

ラメータへの動的な変更が可能である。つまり，太陽光発電の出力変動が激しい時間帯に

おいては電圧逸脱を回避できるような電圧制御パラメータ，電圧変動があまり起こらない

時間帯にはタップ動作回数を抑えるような電圧制御パラメータといったように，時間帯ご

とに適した電圧制御パラメータに基づく電圧制御が可能となる。  

 

表 2-1 従来 SVR と次世代 SVR の仕様 [2-3], [2-4] 

 従来 SVR 次世代 SVR 

タップ幅  150 [V] 75 [V] 

不感帯幅  [%]0.4~0.1   [%]5.2~0.1   

動作時限  45, 60, 90, 120, 150, 180 [s] 15 ~ 180 [s] (15s 刻み) 

備考・特徴  - 制御パラメータを遠隔整定可能  
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2.3.2 次世代 SVR の電圧制御手法 

 本研究では，次世代 SVR の電圧制御手法として，従来 SVR にも採用されている 90 リレ

ー（90R）方式を適用する。図 2-2 に 90R 方式の概念図を示す。90R 方式は LDC 方式の 1

つであり，電圧制御機器の 2 次側電圧を一定値に維持するようにタップ動作を行う制御方

式である [2-5]。SVR は常に 2 次側電圧を監視しており，2 次側電圧が不感帯（基準電圧±不

感帯幅）を逸脱した時間を積算し，時間積算値が一定時間（動作時限）を超過した場合に

タップ動作を行う。以下に，90R 方式でのタップ動作の定式化を示し，フローチャートを

図 2-3 に示す。  

 

refR VtVtV  )()( 90  ··············································································· (2.1) 

 










otherwise

tVΔif
tup

1

,66001 
 ·································································· (2.2) 

 










otherwise

tVΔif
tdown

1

,66001 
 ······························································ (2.3) 

 upup tT  ······················································································· (2.4) 

 downdown tT  ····················································································· (2.5)  















.)(

,1)(

,1)(

)1(

otherwisetTap

ATTiftTap

ATTiftTap

tTap up

down

 ······················································· (2.6) 

 

ただし，tup：不感帯上限値からの逸脱有無， tdown：不感帯下限値からの逸脱時間，Tup：不

感帯上限値からの逸脱時間の積算値，Tdown：不感帯下限値からの逸脱時間の積算値，V90R(t)：

時刻 t における SVR の 2 次側電圧，Tap(t)：時刻 t における SVR のタップ位置，Vref：SVR

の 2 次側基準電圧，ε：不感帯幅，AT：動作時限である。  
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図 2-2 90R 方式によるタップ制御のイメージ   

 

 

 

 

図 2-3 90R 方式のフローチャート  

 

  

Dead Band 

ε
Active time

AT

Secondary voltage : V90R(t)

time [s]

Tap change

Voltage [V]

Reference voltage 

Vref

SVR

Vref + ε

Vref - ε

Measure  secondary voltage of SVR:V90R(t)

Calculate  △V(t)

6600)(  tV 6600)(  tV

tup = 1 tdown = 1
tup = -1

tdown = -1

Calculate tap operation index : Tup, Tdown

Tup > AT Tdown > AT

Tap-down operation

Tap(t+1) = Tap(t) -1

Tap-up operation

Tap(t+1) = Tap(t) +1

Tap-keep operation

Tap(t+1) = Tap(t)

Reset tap operation index : Tup = Tdown = 0
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2.4 多段設置された電圧制御機器の最適電圧管理手法 

2.4.1 提案する電圧管理手法の概要  

 図 2-4 に提案する電圧管理手法の概要図を示す。提案する電圧管理手法では，次世代 SVR

の遠隔整定機能を活用し，従来のように電圧制御パラメータを固定で運用するのではなく，

動的に時間帯ごとに適した電圧制御パラメータに更新し，配電系統での電圧逸脱量と電圧

制御機器のタップ動作回数の削減，ならびにタップ動作回数の均平化を可能とする高度化

した電圧制御手法である。動的更新する電圧制御パラメータ決定にはヒューリスティック

アルゴリズムである貪欲法をベースとした探索手法を提案し，配電系統のインピーダンス，

負荷電力，太陽光発電電力を入力として最適化計算を解くことにより，複数台の次世代

SVR の電圧制御パラメータを同時に決定する。 

 

 

図 2-4 提案する電圧管理手法の概要  

 

次項以降では，提案する電圧制御パラメータ決定手法を説明する。  

 

2.4.2 最適電圧制御パラメータの定義と定式化  

 次世代 SVR の電圧制御手法である 90R 方式の電圧制御パラメータは，基準電圧 Vref，不

感帯幅 ε，動作時限 AT の 3 種類であり，複数台の次世代 SVR の電圧制御パラメータの組

合せの中から，式(2.7)に示す電圧逸脱量，タップ動作回数，および，電圧中心値からの最

大電圧偏差の総和から構成される目的関数を最小化させるような電圧制御パラメータを最

適電圧制御パラメータと定義する。なお，電圧中心値は適正電圧範囲の中心値を意味する。  

 目的関数を設定する際，電圧量とタップ動作回数との次元が異なるため，電圧中心値か

らの最大電圧偏差を系統基準値である 6600V，タップ動作回数を 1 日の SVR の動作回数の

Z1 Z2

P1+jQ1

Z3 Z4 Z5

P2+jQ2 P3+jQ3 P4+jQ4

Pi+jQi　(i = 1,2,…,N )

Zl   (l = 1,2,…,N )

ε
k 
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] 

Vref k [p.u.] 

ε
k 

[%
] 

Vref k [p.u.] 

 ***
, , kkk ATVref 

最適電圧制御パラメータ電圧制御パラメータの更新

貪欲法を活用した電圧制御パラメータの探索
（目的関数の比較）

電圧制御パラメータ候補

負荷電力・太陽光発電電力

線路インピーダンス

(Vrefk ε k ATk)

SVR1 SVR2
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上限目標値として設定した 27 回でそれぞれ除することによって双方に均等な重みづけを

持たせる。ただし，電圧逸脱量に関してはペナルティ関数を設け，いかなる時間帯におい

ても電圧逸脱量が削減されるような制御パラメータを優先的に選択する。  

 一方，配電系統に SVR が多段設置された場合，末端側のノード電圧は電源側の SVR の

タップ制御の影響を受ける。そのため，複数台の SVR で電圧制御を行う際には末端側の

SVR のタップ動作回数が集中的に増加し，SVR の摩耗劣化に偏りが生じてしまう可能性が

考えられる。配電系統電圧管理を複数台の電圧制御機器で行う場合には，各電圧制御機器

のタップ動作回数は不偏的であることが運用上望ましく，本稿では各 SVR のタップ動作回

数の均平化を考慮するために各評価項目の 2 乗和を算出し，これによってより均一的な

SVR の動作回数で運用可能な電圧制御パラメータの選定を行う。なお，式 (2.14)に示す基

準電圧の探索範囲は，表 2-1 に示す最小不感帯幅である±1.0%（±66V）の電圧余裕を適正

上下限値から持たせた電圧範囲とし，高低圧換算比率 60 で除した範囲である。  

［目的関数］  

)(
)()(

)(
22

arg
x

xx
x violation

base

count

base

inm
V

Tap

Tap

V

V
F    ················································ (2.7) 

［電圧中心点からの最大電圧偏差］  

2

,

0

)(
2

)( 
 



















T

tt

tn

downup

Nn
margin v

VV
xmaV xx  ····················································· (2.8) 

［タップ動作回数］  


 


T

tt

K

k

tkcount tapTap

0 1

2
, )()( xx  ···································································· (2.9) 

［電圧逸脱量］  

)()()( xxx downupviolation EEV   ································································· (2.10) 

  uptn
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uptnup VvifVvE 
 

)()()( ,

1
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,

0

xxx ··········································· (2.11) 

  downtn

T

tt

N

n

downtndown VvifVvE 
 

)()()( ,

1

2
,

0

xxx  ········································· (2.12) 

［状態変数］  

 TKKK
refref ATATVV )()1()()1()()1(  x  ·········································· (2.13) 
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［探索範囲］  

)2.0(][111108 刻みVVVref   ······································································ (2.14) 

)%1.0([%]5.20.1 刻み   ······································································ (2.15) 

)15(][18015 刻みssAT   ······································································· (2.16) 

ただし，Vbase : 高圧基準電圧（6600V），Tapbase : 1 日の 1 台の SVR のタップ動作回数の上

限値（27 回），ω: ペナルティ係数（= 107），Vup, Vdown: 適正電圧上下限値，T: 各時間断面

の探索上限値，N: ノードの総数，K: SVR の台数の総数，vn,t: 時刻 t におけるノード n の

電圧，t0 :各時間断面における開始時刻， tapk,t: 時刻 t における SVRk のタップ動作（0/1），

である。  

 

2.4.3 最適電圧制御パラメータの決定手法  

(1) 電圧制御パラメータの探索方針  

 次世代 SVR1 台に対する電圧制御パラメータの組合せ総数は，式(2.14)―式(2.16)に示す

探索範囲より，16×16×13＝3328 通りであり，次世代 SVR の設置台数 K に伴いその組合

せ数は指数関数的に膨大する。また，電圧制御パラメータの更新周期を d 分とすると，1 日

（1440 分）に 1440/d 回の電圧制御パラメータの更新が必要であり，すべての時間断面の

電圧制御パラメータを探索するには膨大な時間がかかることが想定される。そこで本研究

では，電圧制御パラメータの探索を 2 段階に分割し，探索能力の向上と探索時間の削減を

図る。具体的には不感帯の値に影響を及ぼす基準電圧 Vref と不感帯幅 ε を，動作時限 AT を

固定した上で算出し，その後，タップ動作回数に影響を与える AT の探索を行う。これによ

り組合せ数を(16+16)K+13K に削減でき，探索所要時間の削減が可能である。  

 電圧制御パラメータ探索の分割を行った際の状態変数 x を以下に示す。  

 TKK
refref VV )()1()()1(

 1x  ···························································· (2.17) 

 TKTATA )()1( 2x  ··········································································· (2.18) 

 

(2) 貪欲法を活用した電圧制御パラメータ探索手法の流れ  

 上述した電圧制御パラメータ探索の分割によって組合せ数を削減した場合においても，

次世代 SVR の設置台数 K によっては電圧制御パラメータの組合せ数は依然として多いた

め，全数探索のような厳密解法では探索に膨大な時間を要することが予想される。このよ

うな組み合わせ最適化問題を解くための手法として，メタヒューリスティクス手法を活用

した電圧制御パラメータの決定手法も提案されているが [2-6]，設置される次世代 SVR の台

数や更新周期によって探索手法は複雑化し，複数台 SVR の電圧制御パラメータの最適化に
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は膨大な時間を要する可能性がある。  

 そこで本研究では，貪欲法を用いた最適整定値探索手法を提案する。貪欲法は近傍探索

において目的関数が改善される方向に解を更新することを繰り返す近似アルゴリズム [2-7]-

[2-9]であり，近傍探索を繰り返すことにより，膨大な電圧制御パラメータの組合せの中から

局所最適な電圧制御パラメータを高速に決定できるため，実用的な手法である。また，重

み等の探索パラメータが不要なため，開閉器の状態遷移などの系統構成の変化に容易に対

応できることも特徴である。  

 また，次世代 SVR が多段設置されている場合，配電系統の電圧逸脱量および次世代 SVR

のタップ動作回数を削減するためには複数台の次世代 SVR の電圧制御パラメータを同時

に決定することが望ましい。これは末端側の次世代 SVR が電源側の次世代 SVR のタップ

動作の影響を受け，不必要なタップ動作が増加する可能性があるためであり各次世代 SVR

同士の通信・協調制御を想定していないためである。そこで本研究では，それぞれの次世

代 SVR の近傍探索回数を 1 回に制限し，電源側の次世代 SVR から末端側の次世代 SVR に

向けて順次電圧制御パラメータの探索を行う。そして，最末端の次世代 SVR の探索が完了

したら電源側の次世代 SVR に戻り，近傍探索を繰り返すことで複数台の次世代 SVR の電

圧制御パラメータの同時最適化を図る。また，動作時限の探索においては，太陽光発電の

出力変動が激しい時間帯などの電圧逸脱を回避するために必要な場合以外は動作時限を短

くすることのないように探索し，電源側の次世代 SVR が末端側の次世代 SVR よりも動作

しやすくし，末端側の次世代 SVR の負担軽減，ならびにタップ動作回数の均平化を図る。 

 貪欲法をベースとした複数台の次世代 SVR の電圧制御パラメータ探索の流れを図 2-5－

図 2-7 に示し，具体的な手順を以下に示す。  

 

＜Vref と ε の探索＞  

Step 1. 図 2-5 に示すように，式(2.14)，式(2.15)に示した探索範囲において Vref と ε を離散

的に座標軸にとり，初期探索値（黒丸）を設定する。なお，動作時限 AT は初期設

定値を用いる。  

 

Step 2. 電源側の次世代 SVR において，初期探索値を中心とした近傍 R2 個の電圧制御パラ

メータ候補を使用した際の目的関数値を比較し，目的関数値が最小となる電圧制

御パラメータを暫定パラメータ（赤丸）とする。  

 

Step 3. 末端側の次世代 SVR に向かって順次 Step 2 を行う。ただし，次世代 SVR における

電圧制御パラメータの移動は 1 回に限る。  

 

Step 4. 最末端の次世代 SVR の電圧制御パラメータの移動が完了したら電源側の次世代

SVR に戻り，暫定パラメータを中心とした近傍探索を行う。  



第 2 章 多段設置された電圧制御機器の最適電圧管理手法 

-26- 

 

 

Step 5. 目的関数値の改善がなくなり，中心の目的関数値が最小となるまで Step 3 – Step 4

を繰り返す（図 2-6 参照）。  

 

Step 6. 中心の目的関数値が最小であり，かつ電圧逸脱が回避されている場合，もしくは探

索回数が一定回数に達した場合は探索を終了し，暫定パラメータを探索時間断面

の最適電圧制御パラメータと断定する。  

 

 

 

図 2-5 次世代 SVR の電圧制御パラメータ（Vref，ε）の探索  

 

 

図 2-6 複数台の次世代 SVR の電圧制御パラメータ探索の流れ  
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＜AT の探索＞  

Step 7. 式(2.16)に示した探索範囲において，取りうる AT 候補を離散的に座標軸にとり，

初期探索値を設定する。なお，基準電圧 Vref，不感帯幅 ε は Step 6 までの手順にて

算出した値を用いる（図 2-7 参照）。  

 

Step 8. 電源側の次世代 SVR において，初期探索値（黒丸）を中心とした近傍 R 個の電圧

制御パラメータ候補を使用した際の目的関数値を算出し，目的関数値が最小とな

る電圧制御パラメータを暫定パラメータ値（赤丸）とする。  

 

Step 9. 末端側次世代の SVR に向かって順次 Step 8 を行う。  

 

Step 10. 最末端の次世代 SVR の電圧制御パラメータ値の移動が完了したら電源側の次世代

SVR に戻り，暫定パラメータ値を中心とした近傍探索を行う。  

 

Step 11. 目的関数値の改善がなくなり，中心の目的関数値が最小となるまで（9）－（10）

を繰り返す。  

 

Step 12. 中心の目的関数値が最小であり，かつ電圧逸脱が回避されている場合，もしくは探

索回数が一定回数に達した場合は探索を終了し，暫定パラメータ値を探索時間断

面の最適電圧制御パラメータと断定する。  

 

 

図 2-7 次世代 SVR の電圧制御パラメータ（AT）の探索  
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(3) 電圧逸脱を回避するための対策  

 貪欲法は局所的最適解に高速にたどり着くことができる反面，局所探索のため大域的最

適解にたどりつく保証がなく，探索結果が初期探索値に依存して電圧逸脱を回避できない

局所解に収束する可能性がある。本研究では，前の時間断面（更新周期）に算出した電圧

制御パラメータを初期探索値に用いており，上記(2)の手順により決定した電圧制御パラメ

ータでは電圧逸脱を回避できない可能性がある。そこで，一定回数の探索を終えた際に電

圧逸脱を回避できないと判断した場合のみ，電圧制御パラメータの探索範囲の絞込みと移

動を行い，大域的最適解を得られやすいような対策を講じる。探索範囲の絞込みには，式

(2.19)－式(2.22)にて算出する探索時間断面ごとの SVR 間の最大電圧降下値，最大電圧上昇

値から，適正電圧範囲との電圧余裕量を考慮した範囲であり，基準電圧と不感帯幅の組合

せを電圧制御パラメータ候補から除外した探索を実施する。なお，電圧逸脱が発生しない

時間帯には，時間帯ごとの電圧制御パラメータの変動をなくすため，探索範囲の絞込みは

行わないこととする。  

 

［探索範囲の絞込み条件］  

6600,  ref
drop

kTdown VVV  ··································································· (2.19) 

rise
kTupref VVV ,6600    ····································································· (2.20) 

 tktk
Tt

drop
kT vvV ,1,, max 


  ······································································· (2.21) 

 tktk
Tt

rise
kT vvV ,,1, max  


 ·········································································· (2.22) 

 

 

図 2-8 電圧制御パラメータの探索範囲の絞込み 

Length [km]

Voltage [V]

          

   

     

Max Voltage Rise

Max Voltage Drop

Restricted Parameter 

Search Area

rise
kT

V
,

drop
kT

V
,



第 2 章 多段設置された電圧制御機器の最適電圧管理手法 

-29- 

 

(4) 目的関数の探索時間の決定  

 一般的に，電圧逸脱量の削減とタップ動作回数の削減はトレードオフの関係にあり，電

圧逸脱量の削減のためにはタップ動作回数は増加する。そのため，式(2.7)に示す目的関数

の最小化を行った場合には，太陽光発電の出力変動が少なく電圧逸脱があまり発生しない

時間断面においてはタップ動作回数の削減を優先し，不感帯幅を広く，動作時限を長く設

定する傾向となる。一方，太陽光発電の出力変動が頻繁に発生する時間断面においては電

圧逸脱が発生する可能性が高いため，不感帯幅を狭く，動作時限を短く設定する傾向が強

くなる。そのため，探索時間断面ごとに不感帯幅，動作時限の値が太陽光発電出力に依存

して変動することが考えられ，図 2-9(a)に示すように電圧制御パラメータ更新時の急激な

不感帯幅の狭小により，SVR のハンチング現象が発生し，不必要なタップ動作が増加する

だけでなく，電圧逸脱を引き起こしてしまう可能性がある。そこで，提案手法では目的関

数を算出する時間上限値 T を更新周期よりΔt だけ延長して電圧制御パラメータの探索を

行うことにより，更新周期ごとに電圧制御パラメータが大幅に変動することを軽減させる

（図 2-9(b)参照）。  

 

 

(a) 電圧制御パラメータの更新による電圧逸脱の発生例  

 

(b) 電圧制御パラメータの探索時間の延長による電圧逸脱の回避  

図 2-9 電圧制御パラメータの探索時間の延長  
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2.5 数値シミュレーションによる提案する電圧管理手法の検証 

2.5.1 実配電系統モデル  

 提案する次世代 SVR の電圧管理手法，および電圧制御パラメータ決定手法の有用性を検

証するために，図 2-10 に示す配電系統モデルにおいて提案手法と電圧制御パラメータが固

定値で運用される従来手法を実装し，電圧制御効果の比較を行う。配電系統には次世代

SVR が 4 台設置されており，太陽光発電の導入量は 2030 年断面に想定される太陽光発電

導入量を系統の負荷容量から算出した。使用する負荷電力および太陽光発電電力を図 2-11，

図 2-12 に示す。これらの値は実配電系統での実測値であり，提案手法では負荷電力および

太陽光発電電力が既知情報であることを前提にオフラインにて電圧制御パラメータを決定

する。また，数値シミュレーション条件を表 2-2 に示す。  

 

 

図 2-10 配電系統モデル 

 

図 2-11 負荷電力  

 

図 2-12 太陽光発電電力 
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表 2-2 配電系統条件  

 項目  設定値  

配電系統条件  

総配電線路長  14.9 [km] 

負荷容量  3105 [kVA] 

太陽光発電  1170 [kVA]  

最大電流  294 [A] 

最大電圧降下  703 [V] 

適正電圧範囲  

（柱上変圧器 6600/105V タップ）  

6411≦V≦6725 [V] 

(低圧換算 : 102≦V 107 [V]) 

 

2.5.2 電圧制御パラメータの探索領域 R，更新周期 P，探索時間 T の評価 

 提案する貪欲法を活用した電圧制御パラメータの決定手法では，電圧制御パラメータの

探索領域 R を大きくすると大域解を得られやすくなる一方で探索に膨大な時間を必要と

し，更新周期 P，探索時間 T の値によっても探索結果が異なる。そこで，電圧制御パラメ

ータの探索領域 R，更新周期 P，および探索時間 T を探索パラメータとして，得られた太

陽光発電の実測値のうち，最も出力変動が激しく電圧制御が困難となる 1 日において電圧

制御結果を比較し，適切な探索領域 R，更新周期 P，および探索時間 T を決定する。  

 表 2-3 に，探索領域 R，更新周期 P，探索時間 T と電圧制御効果の関係を示す。本シミ

ュレーションでは，総電圧逸脱量とタップ動作回数の観点から評価を実施しており，式

(2.16)より動作時限の候補が 13 個であることから，探索領域は最大でも約半数の R=7 まで

とした。また，探索時間 T に関しては，更新周期 P からの探索延長時間Δ t を 5 分に固定

して評価を行っている。表 2-3 の結果から，探索領域 R を大きくするにつれて電圧逸脱量

が削減できており，探索時間 T を大きくするにつれてタップ動作回数が削減できているこ

とが読み取れる。また，図 2-10 に示す実配電系統では Case 4（探索領域 R= 5，更新周期

P= 10，探索時間 T= 15）にて最良の電圧制御効果が得られており，これらの値を次項の数

値シミュレーションで用いることとする。  

 

表 2-3 探索領域 R，更新周期 P，および探索時間 T と電圧制御結果の関係 [2-10] 

 探索領域 R 探索時間 T (Δt = 5) 総電圧逸脱量 [V∙s] タップ動作回数  

Case 1 3 10 (P = 5) 1647.11 93 

Case 2 3 15 (P = 10) 270.70 77 

Case 3 5 10 (P = 5) 6.86 93 

Case 4 5 15 (P = 10) 0 75 

Case 5 7 10 (P = 5) 0 105 

Case 6 7 15 (P = 10) 0 99 
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2.5.3 複数日における提案手法の検証  

 2.5.2 項にて算出した電圧制御パラメータの探索領域 R，更新周期 P，および探索時間 T

を活用し，実測した年間の太陽光発電データの中から抽出した曇天日 60 日において，図

2-10 に示す配電系統モデルに従来手法と提案手法を実装し，電圧逸脱発生日数および平均

タップ動作回数の比較を行う。なお，本研究では実高圧配電系統の電圧計測周期が 2 分で

あることから，電圧 2 分平均値により電圧逸脱判定を実施しており，従来手法の電圧制御

パラメータは，表 2-4 に示す通りである [2-3]。  

 

表 2-4 従来手法と提案手法におけるパラメータ設定と条件  

 
項目  設定値  

評価期間  60 [日] 

提案手法での  

探索パラメータ  

探索領域 R 5 

更新周期 P 10 [min] 

探索時間 T 
15 [min] 

(Δt = 5 [min]) 

従来手法での  

電圧制御パラメータ  

基準電圧 Vref 110.9 [V] 

不感帯幅 ε  ±1.0 [%] 

動作時限 AT 15×k [s] (k = 1, 2, ∙∙∙, 4) 

 

 図 2-13 に 1 日の電圧制御結果例を示し，図 2-14 に電源側および最末端の次世代 SVR の

タップ動作を示す。また，表 2-5 に評価期間 60 日間における各手法を用いた際の電圧逸脱

発生日数，平均タップ動作回数，最大タップ動作回数，１日の最大電圧逸脱量，および逸

脱積分量を示す。これらの結果からわかるように，整定値を 1 日固定で運用する従来手法

の場合には，60 日の評価期間のうち 24 日において電圧逸脱が発生した。従来手法では電

圧降下のみを想定した電圧制御パラメータが採用されており，太陽光発電の出力変動に伴

う電圧変動に対応ができないこと，また，電圧変動が激しく電圧逸脱が発生しやすい末端

側の次世代 SVR の動作時限が 60 秒（初期値）と長く，電圧逸脱が発生した際にすぐにタ

ップ動作を行えないことが理由として挙げられる。一方で，整定値の不感帯幅は常に最小

値の±1.0%に設定されており，太陽光発電の出力変動によらずタップ動作が起こりやすい

状態となっているため，末端側の次世代 SVR ほどタップ動作回数が増加し，SVR 間での

ばらつきが見られた。一方，提案手法を用いた場合には，太陽光発電の出力変動に対応し

た電圧制御パラメータを決定することができるため，評価期間である 60 日全ての電圧逸

脱を防止することができている。また，図 2-13(b)より，電圧分布は適正電圧上下限値から

の電圧裕度を高められており，想定した以上の太陽光発電の出力変動が発生した場合にお

いても電圧逸脱量を出来る限り最小化できると考えられる。タップ動作回数については，
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平均タップ動作回数では 80 回から 68 回へと，1 日の最大タップ動作回数では 131 回から

72 回へと，従来手法と比較して大幅な削減が可能であり，とりわけ，末端側の次世代 SVR

のタップ動作回数の削減効果が高い。表 2-5 より，末端側の次世代 SVR4 において最大タ

ップ動作回数では約 70%，1 日平均では 37.5%の削減が可能であることを確認した。また，

従来手法では，1 台の次世代 SVR の最大タップ動作回数が 50 回であり，1 日のタップ動作

回数の目標上限値（27 回）を大きく超過しており，摩耗劣化による機器の短寿命化が懸念

されるが，提案手法では最大でも 24 回であり，目標上限値を超過するケースは見受けられ

なかった。さらに，従来手法では顕著に現れていたタップ動作回数の偏りも提案手法を用

いることで改善され，4 台の次世代 SVR のタップ動作回数が均平化できていることも合わ

せて確認できた。これらの結果は図 2-14 からも読み取れ，従来手法では日中の時間帯に電

源側の次世代 SVR1 があまり動作せず，末端側の次世代 SVR4 のタップ動作が極端に多くな

っているが，提案手法では電源側の次世代 SVR1 が動作することで末端側の次世代 SVR4 の

タップ動作回数の軽減が可能となっている。  

 ここで，提案手法を用いた際の最末端の次世代 SVR4 の電圧制御パラメータの更新結果

を図 2-15 に示す。図 2-15 から，太陽光発電の出力変動が激しくない朝方と夜方の時間帯

の不感帯幅が広く，動作時限を長く設定しており，タップ動作回数の軽減を図るような電

圧制御パラメータの更新を行っていることが見て取れる。また，日中の時間帯には，太陽

光発電の出力変動と電源側の次世代 SVR のタップ動作の影響を受け，次世代 SVR4 の 2 次

側電圧が大きく変動し，不感帯幅は狭くなり，動作時限が短くなる傾向が見て取れる。日

中の時間帯の動作時限は，従来手法の 60 秒より短く設定されている時間帯が多く，電圧逸

脱量の削減のためにはタップ動作が必要であるということを意味している。一方，電圧変

動が激しい時間帯においても不感帯幅を広く，動作時限を長く設定している時間帯も存在

しており，タップ動作が極力行われないように電圧制御パラメータの更新を行っていると

言える。  

 

(a) 従来手法による電圧制御結果  (b) 提案手法による電圧制御結果  

図 2-13 1 日の電圧制御結果例  
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(a) 次世代 SVR1 のタップ動作  (b) 次世代 SVR4 のタップ動作  

図 2-14 電源側と最末端の次世代 SVR のタップ動作  

 

 
(a) 基準電圧 Vref と不感帯幅 ε 

 
(b) 動作時限 AT 

図 2-15 次世代 SVR 電圧制御パラメータの動的更新結果  

 

 

表 2-5 60 日間の電圧制御結果  

 
電圧逸脱

発生日数  
平均タップ動作回数  最大タップ動作回数  

最大電圧  

逸脱積分量  

最大電圧  

逸脱量  

従来

手法  
24 

80 
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43
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[V∙2min] 
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手法  
0 

68 
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43
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72 

15:SVR15:SVR
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0.00  

[V∙2min] 
0.00 [V] 

 

 以上より，提案手法を用いた場合に全ての評価項目において従来手法からの改善が見ら

れ，提案手法の有用性が確認できた。  
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2.6 配電系統制御シミュレーターによる実験的検証 

 本節では，早稲田大学内に構築した配電系統制御シミュレーターANSWER（Active 

Network Simulator With Energy Resources）により，提案手法の有効性を検証する。  

 

2.6.1 配電系統制御シミュレーターANSWER の実験条件 

(1) 配電系統制御シミュレーターANSWER 

 図 2-16 に配電系統制御シミュレーターANSWER の外観を示す。ANSWER は，配電用変

圧器から引き出された 6.6kV 三相 3 線式高圧配電線を 200V 三相 3 線式（非接地）にて縮

小模擬した実験設備であり，電源環境シミュレータ（送出し電圧装置），負荷・太陽光発電

模擬装置（三相・単相インバータ装置），高圧・低圧配電線路模擬装置，電圧制御機器（LRT・

SVR），リアルタイム計測・プログラム制御用ツール（dSPACE，MATLAB/Simulink），計測・

監視・コントロール用 PC にて構成される。各配電線路模擬装置には電圧・電流センサが

内蔵されており，dSPACE を介して PC 上への表示が可能であり，データ形式での保存も可

能である。また，負荷・太陽光発電模擬装置へは dSPACE を介した出力指令，電圧制御装

置（LRT・SVR）へは MATLAB/Simulink を用いた電圧制御ロジックの実装，ならびにタッ

プ制御指令が可能となっており，これらの機器を自由に組み合わせることにより，配電系

統構成，太陽光発電の導入率や発電電力波形などの設定を自由に行うことができる。  

 

 

図 2-16 ANSWER の外観 

 

  

コントロールデスク
三相インバータ装置

電圧制御機器
LRT・SVR

高圧線路
模擬装置

電源環境シミュレータ
（送出し電圧模擬装置）
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(2) 実験条件  

 本研究では，これらの実験装置を組合せて数値シミュレーションに用いたのと同じ配電

系統モデルを模擬し，電気的実験により提案する電圧管理手法の有効性を検証する。図 2-17

に ANSWER にて構築した実験系統モデルを示し，表 2-6 に実験系統構成を示す。2.5 節で

は，タップ幅 75V の次世代 SVR を前提とした数値シミュレーションを行ってきたが，

ANSWER にて模擬する SVR のタップ幅が機器的制約により 100V であるため，本実験系

統では次世代 SVR の設置箇所を文献[2-3]の設置基準に従い決定している。また，ANSWER

での実験系統では，高圧・低圧配電線路模擬装置と負荷・太陽光発電模擬装置の台数制約

から，図 2-10 の数値シミュレーションモデルの末端負荷（N9-N11）を縮約し，ノード数の

削減を行っている。高圧配電線路模擬装置の公称線路インピーダンスが 0.40+j0.49 [Ω/km]

であり，これらの値も実配電系統とは異なるため，配電線亘長を調整することにより，各

ノード間の電圧降下値，および配電系統全体での電圧降下値を数値シミュレーションにお

ける電圧降下値と等しくなるように設定した。そのため，配電線路模擬装置同士の三相電

線路での接続を考慮し，表 2-6 において線路長 0.0 km となる区間が存在している。  

 ANSWER での解析時間は 5760 秒に設定し，一日 24 時間の負荷電力・太陽光発電電力を

5760 秒（15 倍速）に短縮模擬した。図 2-18 に ANSWER にて模擬した負荷電力・太陽光発

電電力の例，および送出し電圧変動を示す。電圧制御実験時では，負荷電力と太陽光発電

電力の合成電力を 5760/15 秒（解析時間 5760 秒を 15 分割）ごとに負荷・太陽光発電模擬

装置へ PQ 指令値として与えており，実験系統全体の負荷容量・太陽光発電容量を図 2-17

に示す比率で各ノードに分配している。なお，各 PQ 指令値間は線形補完された連続値と

して取り扱われる。  

 

 

図 2-17 ANSWER 実験系統モデル  

 
(a) 送出し電圧変動  

 
(b) 負荷電力・太陽光発電電力  

図 2-18 送出し電圧変動および負荷電力・太陽光発電電力  
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18.5 %
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表 2-6 実験系統構成  

実験条件  実験時間  5760 [s] 

配電系統情報  

負荷容量  3105 [kVA] 

太陽光発電  1170 [kVA] 

最大電流  290 [A] 

最大電圧降下  728 [V] 

線路長  

N1 - SVR1 0.4 [km] 

SVR1 – N2 0.2 [km] 

N2 – N3 0.0 [km] 

N3 – SVR2 0.2 [km] 

SVR2 – N4 0.2 [km] 

N4 – SVR3 0.1 [km] 

SVR3 – N5 0.4 [km] 

N5 – SVR4 0.3 [km] 

SVR4 – N6 0.2 [km] 

N6 – N7 0.4 [km] 

N7 – N8 0.4 [km] 

N8 – N9 0.0 [km] 

電圧制御機器

（SVR）仕様  

基準容量  40 [kVA] 

タップ幅  100 [V] 

タップ級数  9 [段] 

負荷・太陽光発電  

模擬装置  
三相インバータ定格容量 9 [kVA] 
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2.6.2 実験結果 

 提案する電圧管理手法の有効性を検証するため，図 2-18(b)に示す(i) 晴天時，(ii) 曇天

時，の 2 通りの太陽光発電の発電電力にて，電圧制御パラメータを固定して運用する従来

手法との比較を行った。なお，本電圧制御実験では，電圧制御パラメータの更新周期を 15

分と設定し，電圧分布は ANSWER 実験で得られた 200V 系統電圧値を 6600V 系統電圧値

に換算（33 倍）した値である。  

 

(1-i) 晴天時における電圧制御結果  

 図 2-19，および図 2-20 に晴天時における電圧制御結果と電源側と末端側の次世代 SVR

のタップ動作を示す。配電系統制御シミュレーターANSWER を用いた電気的実験では，提

案手法を用いた場合においても電圧逸脱を回避することができなかった。しかしながら，

従来手法と比較して適正電圧範囲からの電圧余裕度が高められており，4 台の多段設置さ

れた次世代 SVR にて起きたハンチング現象の結果とみられる急峻な電圧変動も軽減でき

ている。加えて，図 2-20 からもわかるように，末端側の次世代 SVR では，従来手法では

発生している朝方の不必要なタップ動作も提案手法では回避できており，電源側・末端側

の次世代 SVR のタップ動作回数の大幅な削減が可能であることが確認できた。  

 

 
(a) 従来手法による電圧制御結果  

 
(b) 提案手法による電圧制御結果  

図 2-19 晴天時における ANSWER 実験での電圧制御結果  

 

 
(a) 電源側 SVR1 のタップ動作  

 
(b) 末端側 SVR4 のタップ動作  

図 2-20 晴天時における ANSWER 実験でのタップ動作の比較  
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(1-ii) 曇天時における電圧制御結果  

 図 2-21，および図 2-22 に曇天時における電圧制御結果と電源側と末端側の次世代 SVR

のタップ動作を示す。晴天時と同様に，提案手法を用いた場合においても適正電圧範囲か

らの電圧逸脱を完全に防止することは難しく，太陽光発電の出力変動が激しい日中の時間

帯には電圧逸脱が見られた。しかし，その電圧逸脱量は従来手法と比較してかなり小さく，

タップ動作回数に関しても図 2-22 からわかるように，日中の電圧変動が激しい時間帯以外

では極力タップ動作を抑えられており，各次世代 SVR のタップ動作回数の大幅な削減が可

能であった。  

 

 
(a) 従来手法による電圧制御結果  

 
(b) 提案手法による電圧制御結果  

図 2-21 曇天時における ANSWER 実験での電圧制御結果  

 

 
(a) 電源側 SVR1 のタップ動作  

 
(b) 末端側 SVR4 のタップ動作  

図 2-22 曇天時における ANSWER 実験でのタップ動作の比較  

 

 上記，(1-i)，(1-ii)の実験結果を表 2-7 に示す。ANSWER を用いた電気的実験では，提案

手法を用いた場合にも電圧逸脱を防止することはできなかった。この原因としては，

ANSWER の線路模擬装置の実インピーダンスが公称値（0.40+j0.49）と異なり，想定した

電圧降下値と実際の電圧降下値にずれが生じたこと，また，それに伴い電圧制御パラメー

タ決定時のタップ値と実際のタップ値とが異なり，電圧制御パラメータの更新時にタップ

動作が生じてしまったことなどが挙げられる。また，解析時間を 5760 秒に短縮模擬（15 倍

速）しているため，動作時限も 15 倍速になり，電圧制御パラメータの更新時のタップ値の

ずれ等の影響が反映しやすかったことも原因と考えられる。  
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 しかしながら，従来手法と比較した場合には，晴天時には電圧逸脱量を約 72%，タップ

動作回数を約 69%削減でき，曇天時には電圧逸脱量を約 79%，タップ動作回数を約 26%削

減できており，電圧逸脱量，およびタップ動作回数のどちらにおいても大幅な削減を確認

できた。  

 以上より，ANSWER を用いた実験検証においても電力の安定供給，ならびに電圧制御機

器の長寿命化が期待できる結果が得られており，提案手法の有効性を確認した。  

 

表 2-7 ANSWER を用いた電気的実験結果のまとめ  

 電圧制御方式  
評価項目  

電圧逸脱量  [kV･s] タップ動作回数  

太陽光発電  

晴天時  

従来手法  12.3 

67 

26:SVR19:SVR

18:SVR4:SVR

43

21  

提案手法  3.29 

21 

9:SVR3:SVR

3:SVR6:SVR

43

21  

太陽光発電  

曇天時  

従来手法  41.6 

191 

78:SVR68:SVR

35:SVR10:SVR

43

21  

提案手法  8.53 

141 

68:SVR47:SVR

22:SVR4:SVR

43

21  

 

  



第 2 章 多段設置された電圧制御機器の最適電圧管理手法 

-41- 

 

2.7 本章のまとめ 

 本章では，複数台の電圧制御機器が同一配電線内に多段設置された配電系統における電

圧管理手法を提案した。提案する電圧管理手法は，開発・導入が進められている次世代電

圧制御機器（次世代 SVR）の遠隔整定機能を活用し，電圧制御機器の電圧制御パラメータ

を一定周期で動的更新するものであり，本研究では電圧制御パラメータの決定手法も提案

している。また，実配電系統を模擬した配電系統モデルにおいて，数値シミュレーション，

ならびに配電系統制御シミュレーターANSWER を活用した電気的実験を実施し，電圧逸脱

量，タップ動作回数などの観点から提案手法の有用性を評価した。以下に，本章の内容を

まとめ，想定される今後の課題を述べる。  

 2.2 節では，複数台の電圧制御機器が同一配電線に多段設置された際の電圧管理の困難

性を述べるとともに，タップ動作回数の削減・均平化などの電圧制御機器の長寿命化が望

まれていることを述べた。  

 2.3 節では，次世代 SVR の仕様と電圧制御方式を述べ，従来 SVR との比較を行った。次

世代 SVR の特徴としては，従来 SVR よりもタップ幅が細かく，タップ動作時限も短いこ

とから高速なタップ動作が可能であり，太陽光発電の出力変動に伴う電圧変動にきめ細や

かに対応できることである。  

 2.4 節では，複数台の次世代 SVR の電圧制御パラメータの同時決定手法を提案し，電圧

制御パラメータ決定問題の定式化を行った。動的更新する最適電圧制御パラメータを決定

するにあたり，提案する電圧制御パラメータ決定手法では，まず，(1) 探索する電圧制御パ

ラメータの分割，(2) 貪欲法をベースとした探索手法を説明し，次に，電圧逸脱を回避する

ための対策，ならびに局所解に陥ることの防止を目的とした  (3) 最大電圧降下・上昇値に

基づく探索範囲の絞込み，(4) 探索時間範囲の延長，の対策を説明した。  

 2.5 節では，実配電系統モデルを用いた数値シミュレーションを実施し，電圧制御パラメ

ータの更新周期の決定を行うともに，年間の太陽光発電データの中から抽出した曇天日 60

日分の発電波形を活用し，提案する電圧管理手法の妥当性を検証した。60 日間に及ぶ数値

シミュレーション結果より，電圧逸脱量，1 日の平均タップ動作回数を削減できるだけで

なく，複数台の次世代 SVR のタップ動作回数の均平化も行えることを確認し，提案手法に

より十分な電圧制御効果を得られ，次世代 SVR の長寿命化にも期待できることを確認し

た。  

 2.6 節では，早稲田大学内に構築した配電系統制御シミュレーターANSWER を活用した

電気的実験を実施し，提案する電圧管理手法の定性的な評価を行った。ANSWER による実

験検証では，実験解析時間や配電線路模擬装置のインピーダンスが公称値と異なるなどの

原因から，提案手法を活用しても適正電圧範囲からの電圧逸脱を完全に防止することは困

難であったが，従来手法と比較してその電圧逸脱量は小さく，電圧制御機器のタップ動作

回数を大幅に低減できることを確認した。  
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 一方，本研究では，負荷電力・太陽光発電電力が既知であることを前提とした検証を行

っている。そのため，提案手法を実運用にて活用する際には，負荷電力・太陽光発電電力

を予測する必要があり，予測誤差が大きくなる場合には適切な電圧制御パラメータを選択する

ことができない可能性があるため，予測精度と電圧制御パラメータとの関係性を定量的に評価す

る必要がある。一方で，提案手法により電圧制御パラメータの決定に要する時間の削減が可能で

あり，数値シミュレーション結果より，探索所要時間が最大 30 分であったことから，提案手法を

実運用に適用する際には，対象とする時間断面の 30 分前に予測値を取得すればよいと言える。近

年の予測手法では，予測モデルの入力値として気象データ等を活用する手法が多いため，提案手

法によって探索時間の削減分だけ最新の気象データ等を予測時に入力データとして活用でき，予

測精度向上が期待できる。 

 今後の課題としては，負荷電力・太陽光発電電力の予測誤差や太陽光発電の出力変動パタ

ーンが電圧制御に与える影響の評価に加え，年間シミュレーションを通じ，予測値の取得

タイミングなどの実運用に向けた検討が必要である。  
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第3章  

バンク事故復旧に対応した電圧制御機器の 

協調電圧管理手法 

3.1 本章の概要 

 配電系統事故復旧時の電圧管理では，配電自動化システムによる自動区分開閉器の遠隔

操作，系統構成の切替を踏まえ，面的に広がる配電系統に存在する多数の需要家に対して

できるだけ早く電力の安定供給を行う必要がある。配電系統事故復旧時には，これまでの

電圧管理で重要視されてきた電圧逸脱量の削減だけでなく，電圧逸脱の生じる需要家数を

削減することが重要であり，多目的な電圧制御手法が求められる。また，事故復旧の影響

を他の健全な配電線に波及させることは防止しなければならない。しかしながら，これま

で健全時から配電系統事故復旧時にまで対応する電圧制御手法は提案されておらず，また，

配電系統事故復旧時における検証も十分になされていない。  

 そこで本章では，配電系統事故として最も電圧管理が困難となるバンク事故を想定し，

健全時とバンク事故復旧時に対応した電圧制御機器の集中型電圧制御手法を提案する。提

案手法は，バンク事故発生時の電圧逸脱量を増加させない制約の下，電圧制御指標に電圧

逸脱需要家数を取り入れることで，配電系統の電圧逸脱量と電圧逸脱需要家数の双方を削

減可能とする多目的な電圧制御手法である。ここでは，配電系統モデル上にて健全時から

バンク事故復旧時への系統切替を踏まえた数値シミュレーションを実施し，提案手法の妥

当性を評価する。健全時においては，提案する電圧制御手法と現行の LDC 方式との比較行

い，また，バンク事故復旧時においては，これまで提案されてきた電圧逸脱量の削減のみ

を目的とする電圧制御手法との比較を行う。その際，重負荷・軽負荷といった季節による

負荷電力の変化，太陽光発電の導入率，晴天・曇天の出力プロファイルの様々な条件にて

比較を行い，提案手法の有効性を検証する。  
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3.2 配電系統事故時における電圧管理の課題 

3.2.1 高圧配電線事故の発生件数と原因 

 配電系統を含む電力系統では，電力会社ごとに保安規程を定めて巡視・点検・検査の保

安管理 [3-1]を行うとともに，送配電系統利用に関するルール [3-2]などにより，供給設備の事

故，その復旧の実態を十分勘案した対策にて供給信頼度の確保を図っており，故障の未然

防止と拡大防止を行えるように対策を講じている。また，万一の事故が起こった際にも，

保護リレー等の電力設備による事故の波及防止，停電区間の極限化が図られており，迅速

な故障復旧を行えるような系統計画・運用を行っている。しかしながら，電力設備の経年

劣化や風雨・水害，雷，氷雪，地震などの自然現象の影響もあり，配電系統事故件数はな

くすことは不可能である。  

 表 3-1 に電気保安統計 [3-3]にて調査された電力系統の電気事業者電気事故件数の推移を

示す。表 3-1 から，平成 25 年度に発生した電気事故件数は 13,246 件であり，その 90%以

上が高圧配電線路における事故であり，高圧配電線路での電気事故件数が非常に多いこと

がわかる。また，表 3-2 に平成 25 年度の一般電気事業者の高圧架空配電線路における供給

支障事故件数を示す。これらの統計結果から，平成 25 年度における供給支障事故に関して

も大半を占めるのは高圧架空配電線路での事故であり，そのほとんどが電気工作物の損壊

による事故であることがわかる。  

 

表 3-1 電気事業者電気事故件数の推移  

年度  

事故個所  
H20 H21 H22 H23 H24 H25 

変電所  65 58 162 121 87 79 

高  圧  

配電線路  

架空  8,118 8,558 11,013 11,498 13,590 11,932 

地中  212 272 239 209 248 199 

計  8,330 8,830 11,252 11,707 13,838 12,131 

低圧配電線路  6 1 4 5 2 - 

需要設備  4 14 20 11 11 7 

合計  

（電気事故件数）  
9,494 9,642 12,677 12,769 14,999 13,246 

*文献[3-3] 第 1 表の 2 の一部を抜粋  
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表 3-2 一般電気事業者の高圧架空配電線路における電気供給支障事故件数  

 

項目  

事故の種類  

電気  

火災  

感電  

死傷  

電気工作物の

欠損等による

死傷・物損  

電気工作物の損壊  

(主要工作物以外 ) 

供給支障  

(被害なし) 

事故総

件数  

高圧架空  

配電線路  
1 1 1 9,273 2,655 11,928 

供給支障  

事故件数  
- - - - - 13026 

1) 1 件の事故が 2 以上の事故種類に該当する場合は，事故種類の各項にそれぞれ記載してい

るが，「事故総件数」の項には重複して記載していない。  

*文献[3-3]   第 3 表，表 1-i の一部を抜粋  

 

図 3-1 は高圧配電線事故の傾向分析であり [3-4]，これらの結果は平成 8～17 年度の統計

結果である。図 3-1(a)より，高圧配電線路事故の原因としては風雨・水害，雷，地震等の

自然現象が最も高く，樹木・鳥獣など他物接触，自然劣化・保守不完全等の保守不備の順

となっている。また，図 3-1(b)は高圧配電線事故の設備構成比に示しており，電線におけ

る事故が最も頻度が高く，次いで，変圧器，開閉器類の順に高い。我が国は台風などの自

然現象の影響を受ける可能性が高く，事故原因として大半を占める自然現象・他物接触は

保安管理での巡視・点検にて発見することが難しい現象であるため，健全時から配電系統

事故時・事故復旧時に対応できる電圧管理手法は重要だと言える。  

 

 
 

(a) 全事故の原因別構成比 

 

 
(b) 全事故の設備別構成比 

図 3-1 高圧配電線事故の傾向分析  

*出典：文献[3-4] 電気協同研究会 , “配電設備保全技術の高度化”第 3-2-1 図，第 3-2-3 図  
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3.2.2 バンク事故復旧時に求められる電圧管理 

 本研究では，配電系統事故として最も電圧管理が困難となるバンク事故を想定する。バ

ンク事故は配電用変電所に設置される変圧器に生じる事故のことであり，主な原因として

は，経年劣化・自然劣化による巻線の短絡および眉間短絡，変圧器 2 次ケーブル巻線の絶

縁不良，ケースの腐食，断線，ブッシングの破損，塩害等の自然現象による地絡などが挙

げらる [3-4], [3-5]。変圧器バンクに関しても定期的に保守・メンテナンスが行なわれているた

め，バンク事故が発生する頻度は少ないものの，事故件数としてはゼロではない。変圧器

の初期設置時には，将来の負荷増加率や故障時の対策として，隣接バンクへの負荷融通を

考慮して変圧器容量を算出するとともに 2 バンク以上を設置しているが [3-6]，本研究では，

これらの同位バンク全てにおいて事故が発生し，異変電所が電力融通を行う最悪ケースを

想定する。  

 配電用変電所の変圧器に事故が発生すると電力供給ができなくなるため，その変電所が

担う全配電線に及ぶ広範囲な停電が発生する。系統事故は配電系統設備に設けられた保護

リレーにより検知され，区分連系開閉器等の操作により系統構成を変更させることで他の

変電所が電力を失った配電線への電力供給が行われる [3-7]。図 3-2 にバンク事故の復旧イメ

ージを示す。図 3-2 (a)は区分連系開閉器の操作により系統構成が変更された直後の電圧分

布を示しており，図 3-2 (a)に示すように，異変電所が全ての停電区間を復旧する場合には

配電線路長が長くなるため電圧降下が増加し，事故復旧配電線の末端付近で電圧下限逸脱

が発生する。従来の電圧制御手法は，配電系統の電圧逸脱量の削減のみを目的とした単目

的なものであるが，異変電所によるバンク事故復旧時のように電圧逸脱量が著しく大きく

なる場合には，従来手法を用いても電圧逸脱を完全に解消することはできず，電圧逸脱の

生じる需要家数・軒数を削減させることは困難である。また，従来手法のように電圧逸脱

量のみを考慮してタップ切替を行う場合には，電圧逸脱量の大きいバンク事故復旧配電線

を優先してタップ制御を行う可能性があり，他の配電線における太陽光発電による電圧上

昇や柱上変圧器タップ値による適正電圧範囲の差異を考慮することができずに，事故復旧

配電線の電圧逸脱が他の複数の配電線に波及してしまう可能性がある。この結果，図 3-2 

(b)に示すように，電圧逸脱量の削減は可能であるが，電圧逸脱が発生する配電線数，需要

家数の増加が懸念される。ただし，電圧逸脱需要家数の削減も電圧管理の上では重要であ

る。  

 一方，需要家の電気機器を正常に動作させるためには電圧逸脱量が小さいことが望まれ

る。しかし，電気機器の種類により耐えられる電圧とその時間は異なっており，電気事業

法で規定される適正電圧範囲（101±6V，202±20V）からの電圧逸脱がどれだけ許容され

るのかという明確な基準はなく，電圧逸脱量が小さいからといって電気機器への影響が全

く無いとは断言できない。このような考えの下では，電圧逸脱量だけでなく，電圧逸脱需

要家数を削減することにより，配電系統に存在する多数の需要家に対して電力品質が確保
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でき，需要家の電気機器への影響を減らすことができる。そのため，バンク事故復旧時に

は，電圧逸脱量と電圧逸脱需要家数の双方を低減可能とする多目的な電圧制御手法が必要

である。  

 

 

 
(a) 区分連系開閉器操作による事故復旧系統への切替直後の電圧分布  

 

 
(b) 従来手法と提案手法での電圧分布イメージ  

図 3-2 バンク事故復旧時における電圧逸脱  

 

  

LRT

SVR

配電線1

配電線3

配電線2
LRT2

バンク事故復旧対象配電線OFF→ON

線路長

電圧

適正電圧範囲

線路長

電圧

線路長

電圧

適正電圧範囲

【従来手法による電圧分布】

【提案手法による電圧分布】

適正電圧範囲
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3.3 バンク事故復旧に対応した電圧制御機器の協調電圧管理手法 

3.3.1 提案する電圧制御手法の概要  

 本研究で提案する電圧制御手法は，センサ内蔵開閉器の計測電圧値を用いて配電線電圧

を推定し，推定電圧をもとに配電系統の電圧逸脱量，および電圧逸脱需要家数の双方を削

減する多目的な電圧制御手法である。図 3-3 に，提案する電圧制御手法の概要図を示す。

提案手法では電圧制御機器（LRT・SVR）ごとに制御担当区域を分担させ，LRT 制御後に

SVR 制御を行うという協調制御を実施し，電圧制御機器同士の相互干渉を極力回避する。

制御方針としては，適正電圧上下限値から一定の電圧裕度を設けた目標電圧範囲を設定し，

目標電圧範囲からの電圧余裕量・逸脱量からハンチング現象を考慮した電圧制御機器のタ

ップ動作の方向（up / down / keep）を決定し，その後，決定したタップ切替の方向にタッ

プを切替えた際に電圧逸脱需要家数の低減の可否を判断する。つまり，配電系統での電圧

逸脱量を削減できる場合でも電圧逸脱需要家数が増加する場合はタップ切替を行わずに現

状のタップを維持し，電圧逸脱需要家数の最小化を図る。ただし，バンク事故発生時の電

圧逸脱量を増加させることのないような制約を設けており，電圧逸脱需要家数を削減する

ために，配電系統全体の電圧逸脱量が増加する方向にタップを切替えることはない。この

ような制御方針により，健全時には適正電圧の維持が可能であり，配電系統事故復旧時に

は面的に広がる配電系統に存在する多様な需要家の電力品質を確保することを可能として

いる。  

 

 
図 3-3 バンク事故復旧に対応した提案する電圧制御手法の概要  

 

LRT

OFF→ON

バンク事故

SVR

配電線1

配電線3

配電線2

センサ内蔵開閉器の計測
電圧V，電流I，位相φ

演算部
• 各ノード電圧の推定
• 電圧逸脱量・需要家数の算出
• タップ動作に関する評価値の算出

タップ制御指令
up/keep/down 

SVR制御担当部LRT制御担当部

配電系統構成
（線路インピーダンスなど）
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3.3.2 協調電圧制御手法の流れ  

 提案手法において，電圧制御機器のタップ切替指標となる電圧逸脱需要家数は，式(3.1)

に定義される式により算出する。なお，各ノードの連系需要家数は，スマートメータ等の

計測機器の普及により，それらの計測データと契約電力を基に把握できるものと考え，本

研究においては既知情報としている。なお，電圧逸脱需要数を示す指標として「kW」を用

いることもできるが，「kW」で表記するよりも実際に何軒の需要家に電圧逸脱が生じてい

るのか直接的に示すことができ，需要家もまた，直感的に理解しやすいといった理由から，

本研究では「軒数・需要家数」を採用する。また，電圧制御機器の長寿命化ため，電圧制

御周期を 5 分に設定し，5 分平均値を利用して電圧余裕量・逸脱量を算出することでタッ

プ動作回数の削減を図る。図 3-4 に電圧制御の概略フローを示し，以下に，その手順を示

す。  

 

【電圧逸脱需要家数】  

 



N

i

tixiCtF
1

),()()(  ············································································· (3.1) 

ただし，C(i):ノード i に連系されている住宅，工業，商業の需要家数，x(i,t)：0/1 関数（時

刻 t においてノード i が電圧逸脱ならば x(i,t) = 1，逸脱しないならば x(i,t) = 0），N：ノード

総数(i∈N)である。  

 

Step 1. センサ内蔵開閉器の計測電圧値の取得 

現在時刻 t において，センサ内蔵開閉器の計測電圧値を取得する。  

 

Step 2. 配電線電圧分布の推定 

取得した計測電圧値，および配電系統情報をもとに，スプライン補間を用いてセ

ンサ内蔵開閉器間のノード電圧を推定し，電圧制御周期の場合は Step 2 に進み，

それ以外の場合は Step 1 に戻る。なお，センサ内蔵開閉器間のノード数，線路長

などの配電系統情報は既知情報とする。  

 

Step 3. 電圧 5 分平均値の算出 

推定電圧値から電圧 5 分平均値ΔVAVE(i,ta)を算出する。  

5
,,2,1,),(

5

1
),(

5

45

T
ttiVtiV a

t

tt

aAVE

a

a

 


 ··············································· (3.2) 
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Step 4. LRT 担当部における電圧余裕量・逸脱量の算出  

目標電圧範囲からの電圧余裕量と電圧逸脱量（逸脱時はマイナス）の最小値ΔVU(ta)，

ΔVL(ta)を算出する。算出したΔVU(ta)，ΔVL(ta) がともにプラスである場合には，

電圧余裕がありタップ動作の必要性がないため，Step 1 に戻る。  

 ),()(min)( max aAVET
i

aU tiViVtV  ·························································· (3.3) 

 )(),(min)( min iVtiVtV TaAVE
i

aL   ························································ (3.4) 

ただし，VTmax(i)，VTmin(i) は目標電圧上下限値である。  

 

Step 5. タップ切替前の電圧逸脱需要家数の算出 

目標電圧範囲からの電圧逸脱がある場合は，式(3.1)に基づいて電圧逸脱需要家数

Fbefore(ta)を算出する。  

 

Step 6. タップ切替評価指標の算出  

電圧余裕量・逸脱量が LRT の何タップ分かを算出し，タップ切替指標 Index を算

出する。  

 delVtVfixIndex aUU )(  ································································ (3.5) 

 delV)(tΔfixIndex aLL V  ······························································· (3.6) 

LU IndexIndexIndex   ····································································· (3.7) 

ただし，delV は電圧余裕量・逸脱量算出の指標電圧（10V）であり，fix はゼロ方向

への整数化を行う関数である。  

 

Step 7. タップ切替候補の決定とタップ切替後の想定電圧分布の算出  

LRT のタップ幅電圧を 30V に設定しているため，式(3.7)にて算出するタップ切替

指標 Index が LRT のタップ幅電圧（±3）以上ならば，タップ切替によって電圧逸

脱量の削減が見込まれる。従来手法では本段階でタップを切替えるが，提案手法で

は電圧逸脱量を削減できるタップ切替候補を決定するに留まり，タップ切替後に

想定される配電線電圧分布を以下の式にて算出する。  

3),(),('  indexiftapVtiVtiV LRTaAVEaAVE  ·········································· (3.8) 

3),(),('  indexiftapVtiVtiV LRTaAVEaAVE  ········································ (3.9) 
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ただし，tapVLRT は LRT のタップ幅（= 30V）である。  

 

Step 8. タップ切替後の想定電圧逸脱需要家数の算出 

式(3.8)，または式(3.9)にて算出した想定電圧分布から，式(3.1)に基づいて電圧逸脱

需要家数 Fafter(ta) を算出する。  

 

Step 9. タップ切替の最終的判定  

Step 5，Step 8 にて算出した電圧需要家数を比較し，Fafter(ta)≤Fbefore(ta)であるならば

タップ切替を実施する。それ以外の場合にはタップ切替を行わない。 















otherwisettap

IndexandtFtFifttap

IndexandtFtFifttap

ttap abeforeaafter

abeforeaafter

)(

3),()(1)(

3,)()(1)(

)1(  ·························· (3.10) 

ただし，tap(t) は時刻 t における電圧制御機器のタップ値である。  

 

Step 10. SVR 担当部におけるタップ制御 

SVR 担当部においても LRT と同様に Step 4－Step 9 を行い，電圧余裕量・逸脱量，

電圧逸脱需要家数を算出し，タップ切替を行う。ただし，SVR のステップ電圧は

100V に設定している。  
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図 3-4 提案する電圧制御手法のフローチャート  

  

F(ta)after≦F(ta)before ?

[Step1]

Acquire the voltage data from sensor switches

[Step2] 

Estimate the node voltage V(i,t) (i = 1,…,N)

[Step6]

Calculate the evaluation value Index

Necessity of tap change ?

[Step7]

 Update the node voltage to V'AVE(i,ta) (i = 1,…,N)

V'AVE(i,ta) = VAVE(i,ta) ± tapVLRT

[Step8] 

Calculate the number of customers with voltage violation 

F(ta)after after the tap change　F(ta)after = Σ {C(i)×x(i,ta)}

[Step5] 

Calculate the number of customers with voltage violation 

F(ta)before before tap change　F(ta)before = Σ {C(i)×x(i,ta)}

[Step9] 

Control tap position of control devices 

No
Yes

No
Yes

Voltage control period ?

[Step3] 

Calculate 5-minute average value of voltage VAVE(i,ta)

No
Yes

[Step4] 

                   Calculate the minimum distance from target voltage 

range ΔVU(ta),ΔVL(ta) 

START

t = 0, ta = 0

t = T ?

END

t = t+1
No Yes

ta = ta+1

電圧推定

タップ制御
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3.4 数値シミュレーションによる提案する電圧管理手法の検証 

 本節では，太陽光発電が連系された配電系統モデルを用いた数値シミュレーションを実

施し，提案する電圧制御手法の検証を行う。数値シミュレーションでは，重負荷・軽負荷

の負荷データ，配電系統への太陽光発電の導入量，晴天・曇天の発電出力パターン，バン

ク事故発生時刻の条件を変化させ，健全時および健全時からバンク事故復旧への系統切替

を踏まえた状況において，提案手法を検証する。その際，健全時には現行の電圧制御手法

である LDC 方式，バンク事故復旧時にはこれまで提案されてきた電圧逸脱量のみを最小

にする電圧制御手法（以下，従来手法）により得られる電圧制御結果を視覚的に比較し，

提案手法の有効性を検証する。  

 

3.4.1 数値シミュレーション条件 

 本研究では，図 3-5 に示す配電系統モデルにおいて数値シミュレーションを実施し，提

案手法の妥当性を検証する。配電系統モデルは，電圧制御機器 2 台（LRT，SVR），センサ

内蔵開閉器設置ノード（36 個），負荷・太陽光発電接続ノード（78 個）から構成され，低

圧および高圧需要家はノード負荷として各ノードに連系される。本配電系統モデルは配電

用変電所以下 6 配電線をモデル化しており，そのうち 2 配電線が異変電所のバンク事故復

旧を行うことを想定したモデルである。健全時における配電系統全体の総負荷容量は約

6.85MW，総需要家数は 2642 軒であり，バンク事故復旧時においても配電線の短時間線路

容量（AL240：625A，AL120：361A）を超過しないように設定している。また，線路イン

ピーダンスは AL240：0.124+j0.311[Ω/km]，AL120：0.252+j0.348 [Ω/km]を想定しており，

詳細な配電系統構成を表 3-3 に示す。図 3-6，図 3-7 は，数値シミュレーションに使用した

重負荷期，軽負荷期における住宅，商業，工業地域別の負荷電力の代表的な一例，および

太陽光発電の発電電力を示しており，太陽光発電は図 3-5 に示すノードに導入している。

電圧制御機器 LRT と SVR のタップ制御周期はともに 5 分に設定し，LRT タップ幅電圧は

30V，SVR のタップ幅電圧は 100V とする。また，バンク事故復旧時には，電圧降下の増加

が見込まれ，健全時の適正電圧範囲（101±6V）に電圧を維持し続けることは困難であり，

緊急時に適正電圧範囲からの電圧逸脱を違反として制約することは現実的ではないため，

本研究では，電気用品安全法において電気用品が定格電圧±10％まで運転継続できること

が定められている [3-8]ことを鑑み，バンク事故復旧時における適正電圧下限値を定格電圧

（100V）－8%の値に低圧系統の想定電圧降下 6V を加算した値に設定する。つまり，バン

ク事故復旧時における適正電圧範囲は 101≦V≦107 であり，数値シミュレーションに用い

た適正電圧範囲を表 3-3 の括弧内に示す。なお，本研究では，電圧裕度を持たせるために

8%に設定しており，目標電圧範囲については，LRT 担当部は適正電圧上下限値から 30V（1

タップ幅），SVR 担当部では適正電圧上下限値から 50V（1/2 タップ幅分）の裕度を設けた。  
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図 3-5 配電系統モデル  

 

 

(a) 重負荷期の消費電力  

 

(b) 軽負荷期の消費電力  

図 3-6 重負荷・軽負荷の地域別消費電力   

PVPVPV

F5:住宅地域（N89~N101）

F6:工業・商業・住宅混在地域（N102~N118）

F3:住宅地域（N59~N71）

OFF→ON

OFF→ON

OFF

SVR

LRT F4:工業・商業・住宅混在地域（N72~N88）

F2:工業・商業・住宅混在地域（N30~N58）

F1:工業・商業・住宅混在地域（N1~N29）

PVPVPVPV

PVPVPVPVPV

バンク事故復旧
対象配電線

ON

バンク
事故

：柱上変圧器6750/105V

：柱上変圧器6600/105V

：柱上変圧器6450/105V

：センサ内蔵開閉器OFF

：センサ内蔵開閉器ON



第 3 章 バンク事故復旧に対応した電圧制御機器の協調電圧管理手法 

-56- 

 

 

図 3-7 太陽光発電の発電電力   

 

表 3-3 配電系統構成  

項目  設定値  

電圧制御機器  

LRT 

定格容量  20 [kVA] 

タップ級数  21 [段] 

タップ幅  30 [V] 

送出し電圧範囲  6300 ~ 6900 [V] 

SVR 

定格容量  5 [MVA] 

タップ級数  9 [段] 

タップ幅  100 [V] 

送出し電圧範囲  6100 ~ 6900 [V] 

適正電圧範囲  

柱上変圧器タップ : 6750/105V 6493 (6300) ~ 6878 [V] 

柱上変圧器タップ : 6600/105V 6349 (6160) ~ 6725 [V] 

柱上変圧器タップ : 6450/105V 6204 (6020) ~ 6572 [V] 

配電系統構成  

定格容量  

需要家軒数  

総負荷容量  6.85 [MVA] 

需要家軒数  2642 [軒] 

住宅負荷（1 軒あたり）  1.00 [kW] 

商業負荷  200 [kW] 

工業負荷  105 [kW] 

線路長  

Feeder1（バンク事故復旧時） 3.50 (7.11) [km] 

Feeder2（バンク事故復旧時） 3.12 (6.54) [km] 

Feeder3 4.02 [km] 

Feeder4 4.02 [km] 

Feeder5 16.0 [km] 

Feeder6 4.21 [km] 
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3.4.2 健全時における電圧制御結果 

 配電系統事故のない健全時において，提案する電圧制御手法の有効性を検証するため，

現行の電圧制御手法である LDC 方式との比較を行う。LDC 方式の電圧制御パラメータは

文献[3-9]を参考にし，重負荷期において各ノード電圧と適正電圧範囲の電圧中心点との電

圧偏差の二乗和が最小となるように最適化した値を用いた。健全時における検証では負荷

を重負荷期に固定し，配電系統に連系される太陽光発電の導入量による影響評価，および，

晴天・曇天の太陽光発電電力波形の違いによる影響評価を行う。なお，太陽光発電の発電

電力は，太陽光発電が連系されたノード電圧が適正電圧上限値を超えないように抑制され

るものとした。  

 

(1) 太陽光発電の導入率による電圧制御効果の評価 

 本検証では，太陽光発電の導入率を，図 3-5 に示すノードに 1 配電線の太陽光発電の発

電電力合計値が連系配電線の住宅負荷電力の 10%，20%，30%，40%，50% に相当する 5 ケ

ースを設定し，LDC 方式と提案手法での電圧制御結果を比較する。  

 図 3-8 に，太陽光発電の導入率 30%時において，LDC 方式と提案手法を用いた際の電圧

制御結果を示す。図 3-8 では電圧分布，電圧制御機器のタップ動作，電圧逸脱需要家数を

それぞれ示している。図 3-8(e)，(f)に示す電圧逸脱需要家数は，横軸にノード，縦軸に時

間をとり，電圧逸脱が発生している場合には，そのノードに連系された軒数で色分けされ

たプロットを表示する。この図を活用することにより，どの時間帯にどの地域で何軒程度

の需要家に電圧逸脱が生じているかを視覚的に理解することができ，対策を行うべき時間

帯と地域を容易に判断できる。  

 今回の配電系統モデルに LDC 方式を適用した場合，図 3-8(c)に示すように，SVR が設置

された配電線において電圧逸脱が発生した。今回の数値シミュレーションでは，配電系統

全体における電圧逸脱量の最小化を目的として LDC 方式の電圧制御パラメータを決定し

ているが，LRT と SVR それぞれの 1 タップの電圧変化量が異なり，また，お互いが独立し

て電圧制御を行っているため，適切な電圧制御を行えていないことが電圧逸脱の原因であ

る。一方，提案手法を適用した場合には電圧逸脱を防止できており，その有効性が確認で

きる。ただし，LDC 方式でのタップ動作回数は 3 回（LRT：0 回，SVR：3 回）であるのに

対し，提案手法によるタップ動作回数は 18 回（LRT：0 回，SVR：18 回）であり，SVR の

タップ動作回数が大幅に増加してしまっている。特に LDC 方式でも電圧逸脱がない 18 時

前の時間帯においてタップ制御が行われてしまっており，提案手法では不必要なタップ動

作が行われていることが確認できる。提案手法では，電圧制御周期 ta において，過去 5 分

間の電圧平均値をもとに次の 5 分間の固定タップ値を決定するため，適正電圧範囲からあ

る程度の電圧裕度（簡単化のため，SVR ではタップ幅の 1/2 の 50V）を持たせた目標電圧

範囲を設定し，系統電圧が目標電圧範囲から逸脱していた場合にタップ制御を行う方針を
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採用している。このような制御方針により，電圧逸脱を解消できたもののタップ動作回数

は増加したと考えられる。また，提案手法では最大で 1 日 288 回（5 分に 1 回）のタップ

動作が行われる可能性があり，目標電圧範囲のとり方によっても電圧制御効果は大きく異

なることが予想されるため，電圧制御周期，ならびに目標電圧範囲の適切な設定が今後の

課題となる。  

 

 

 
(a) LDC 方式による電圧分布  

 
(b) 提案手法による電圧分布  

 
(c) LDC 方式におけるタップ値  

 
(d) 提案手法におけるタップ値  

 
(e) LDC 方式による電圧逸脱需要家数  

 
(f) 提案手法による電圧逸脱需要家数  

図 3-8  太陽光発電の導入率 30%時の LDC 方式と提案手法による電圧制御結果  

 

  

1 ≦ Customer < 30

30 ≦ Customer < 45

45 ≦ Customer < 60

60 ≦ Customer < 70

70 ≦ Customer

1 ≦ Customer < 30

30 ≦ Customer < 45

45 ≦ Customer < 60

60 ≦ Customer < 70

70 ≦ Customer
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 図 3-9 に電圧推定誤差のヒストグラムを示す。健全時においては，全ての時間断面にお

いて 9 割以上を電圧推定誤差 5V に抑えることが可能であり，電圧推定の最大誤差も 16.4V

程度とスプライン補間によって十分に高い電圧推定精度が得られていることがわかる。ま

た，太陽光発電の導入率を変化させた際の LDC 方式と提案手法での太陽光発電の総発電

量，および電圧逸需要家数の関係を表 3-4 に示す。太陽光発電の総発電量は出力抑制が全

くない場合を 100%としており，表 3-4 から，提案手法を用いた場合においても太陽光発電

の出力抑制が発生しているが，その割合は LDC 方式と比較して小さく，最大で約 3.9%の

出力抑制の回避が可能であった。電圧逸脱需要家数は太陽光発電の導入率に関わらず一定

であり，LDC 方式では 300 軒の需要家にて電圧逸脱が発生している。一方，提案手法では

全てのケースにおいて電圧逸脱を回避できており，また，現行の LDC 方式よりも太陽光発

電の抑制量を削減できていることから，提案手法は健全時において有効な手法であると言

える。  

 

 

図 3-9 電圧推定誤差  

 

表 3-4 太陽光発電の導入率と電圧逸脱需要家数，総発電電力との関係 

 太陽光発電の総発電量 [%] 電圧逸脱需要家数 [軒] 

LDC 方式  提案手法  LDC 方式  提案手法  

太陽光発電の

導入率  

10% 100 100 300 0.00 

20% 96.8 98.4 300 0.00 

30% 90.6 94.4 300 0.00 

40% 83.5 86.9 300 0.00 

50% 78.2 82.1 300 0.00 

（*太陽光発電の総発電量は出力抑制なし時を 100%として記載）  
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(2) 太陽光発電の発電プロファイルによる電圧制御効果の評価  

 本ケースでは，図 3-7 に示す晴天・曇天の太陽光発電プロファイルの違いによる電圧制

御結果を比較し，健全時における提案手法の有効性を検証する。その際，太陽光発電導入

率は 30%とした。  

 図 3-10 に，曇天日における電圧制御結果を示す。今回の数値シミュレーションでは，晴

天日と曇天日とで LDC 方式におけるタップ動作は変わらず，電圧分布，電圧逸脱需要家数

もあまり差がない結果となっている。一方，提案手法を用いた場合には電圧逸脱は解消で

きているものの，SVR のタップ動作回数は増加しており，その動作回数は 37 回と晴天日

の結果と比較して 2 倍程度増加する結果となった。提案手法では電圧 5 分平均値を用いて

タップ制御の判断を行うことによってタップ動作回数の軽減を図っているが，曇天日の太

陽光発電の発電電力の変動に伴う電圧変動が電圧平均値の算出，および電圧逸脱需要家数

の算出に影響を与え，タップ動作回数の増加につながったものと考えられる。  

 図 3-11 に曇天日における電圧推定誤差を示し，表 3-5 に晴天日と曇天日の電圧制御結果

の比較を示す。曇天日における電圧推定結果は，晴天時よりも電圧推定誤差を 1V 以内に

抑えることができる割合が増えており，曇天日のような電圧変動が激しくなるような場合

においても，補間手法の電圧推定精度は高いと判断できる。また，表 3-5 から，提案手法

を用いることにより，曇天日においても太陽光発電の総発電量を高く維持できていること

も確認できる。  

 

 以上より，太陽光発電の導入率，および晴天・曇天の発電プロファイルを変化させた際

の電圧制御結果を現行の LDC 方式と比較・検証した結果，提案手法を用いることにより全

てのケースで電圧逸脱を防止でき，かつ，配電系統全体での太陽光発電の総発電量を LDC

方式よりも高く維持することが可能であることを明らかにした。しかしながら，提案手法

では，LDC 方式でも電圧逸脱のない時間帯においてタップ制御が行われてしまっており，

タップ動作回数の増加による電圧制御機器の短寿命化が懸念される。そのため，タップ動

作回数を削減できる目標電圧範囲の算出や電圧推定精度の更なる向上，電圧制御周期の設

定など，タップ動作回数の削減のための制御パラメータの選定が課題として確認できた。 
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(a) LDC 方式による電圧分布  

 
(b) 提案手法による電圧分布  

 
(c) LDC 方式におけるタップ値  

 
(d) 提案手法におけるタップ値  

 
(e) LDC 方式による電圧逸脱需要家数  

 
(f) 提案手法による電圧逸脱需要家数  

図 3-10 太陽光発電曇天時における LDC 方式と提案手法による電圧制御結果  

 

 

図 3-11 曇天時における電圧推定誤差  
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表 3-5 晴天時と曇天時の電圧制御結果  

 太陽光発電の総発電量 [%] 電圧逸脱需要家数 [軒] 

LDC 方式  提案手法  LDC 方式  提案手法  

太陽光発電の

発電電力  

晴天時  90.6 93.7 300 0.00 

曇天時  94.4 96.1 300 0.00 

（*太陽光発電の総発電量は，曇天時において出力抑制なし時を 100%として記載）  

 

3.4.3 バンク事故復旧時における電圧制御結果  

 本項では，提案する電圧制御手法のバンク事故時への有効性を検証するため，電圧逸脱

量のみを考慮する単目的な集中型電圧制御手法を従来手法として用意し，健全時からバン

ク事故復旧時への系統切替を踏まえた数値シミュレーションにて，それぞれの電圧制御結

果を比較する。本検証では，バンク事故の発生時刻を把握することは困難であることから，

バンク事故発生時刻を 0 時から 24 時までの 6 時間刻みで設定し，重負荷・軽負荷の負荷

パターン，および太陽光発電の導入率の条件を変化させ，提案手法の検証を行った。なお，

太陽光発電は晴天日を想定し，太陽光発電導入率は健全時と同様に，配電線負荷に対して

10%から 50%までの 5 ケースにて評価を行う。また，数値シミュレーションでは，バンク

事故復旧にかかる時間を 1 日と見積もり，バンク事故が発生した時刻から事故復旧が完了

するまでの時間帯での電圧制御効果を評価する。また，太陽光発電電力は，健全時と同様

に接続されるノード電圧が適正電圧範囲を逸脱することのないように，随時，発電出力は

抑制されるものとした。  

 

(1) 軽負荷期における電圧制御効果の評価  

 図 3-12 に軽負荷期において，バンク事故時刻 12 時，太陽光発電導入率 30%に設定した

際の電圧制御結果を示す。軽負荷期においては，提案手法を用いることにより，従来手法

ではバンク事故復旧配電線で発生していた電圧逸脱を解消することができている。軽負荷

期にはバンク事故復旧配電線の電圧降下が小さく，F3 のような住宅配電線では太陽光発電

による電圧上昇が大きくなることから，従来手法を用いた場合には電圧制御機器のタップ

下げ動作が起きやすくなるが，提案手法ではタップ動作によるバンク事故復旧配電線での

電圧逸脱需要家数を考慮できるため，全ての配電線において適正電圧の維持が可能であっ

た。しかしながら，住宅配電線での電圧上限逸脱を防止するために太陽光発電の出力抑制

が起こっており，太陽光発電の総発電量の減少が見られた。一方，タップ動作回数に関し

ては，従来手法では 31 回（LRT：9 回，SVR：22 回）に対し，提案手法では 19 回（LRT：

0 回，SVR：19 回）であり，今回のケースではタップ動作回数の削減も可能であった。ま

た，図 3-13 に電圧推定誤差を示す。軽負荷期における最大電圧誤差はともに 9.89V であ

り，10V 以上の推定誤差は発生せず，7 割以上が誤差 1.0V 以下と十分な電圧推定精度が得
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られている。  

 
(a) 従来手法による電圧分布  

 
(b) 提案手法による電圧分布  

 
(c) 従来手法におけるタップ値  

 
(d) 提案手法におけるタップ値  

 
(e) 従来手法による電圧逸脱需要家数  

 
(f) 提案手法による電圧逸脱需要家数  

図 3-12 従来手法と提案手法による軽負荷期における電圧制御結果  

 

 

図 3-13 軽負荷期における電圧推定誤差  
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 表 3-6，表 3-7 に軽負荷期において，バンク事故発生時刻，太陽光発電の導入率を変化さ

せた際の配電系統全体の太陽光発電の総発電量，および電圧逸脱需要家数を示す。これら

の結果から，提案手法を用いることで需要家での電圧逸脱を防止できる一方で，太陽光発

電の総発電量は減少してしまうことがわかる。ただし，その発電量の減少割合は最大 3.2%

と小さく，提案手法の有効性が確認できる。  

 

表 3-6 軽負荷期におけるバンク事故発生時刻ごとの太陽光発電の総発電量  

 太陽光発電の総発電量 [%] 

従来手法  提案手法  

6 時 12 時  18 時  24 時  6 時 12 時  18 時  24 時  

太陽光  

発電の  

導入率  

10% 94.3 94.9 96.1 96.1 96.2 94.9 95.6 95.6 

20% 90.4 90.7 91.3 91.3 91.6 90.1 90.7 90.7 

30% 85.2 82.7 82.3 82.3 82.3 79.7 81.3 81.3 

40% 80.1 77.4 77.7 77.7 76.9 74.6 76.0 76.0 

50% 76.8 75.1 75.8 75.8 74.5 72.8 73.8 73.8 

 

 

表 3-7 軽負荷期におけるバンク事故発生時刻ごとの電圧逸脱需要家数  

 電圧逸脱需要家数 [軒] 

従来手法  提案手法  

バンク事故  

発生時刻  

6 時 6.00 0.00 

12 時  6.00 0.00 

18 時  6.00 0.00 

24 時  6.00 0.00 
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(2) 重負荷期における電圧制御効果の評価  

 図 3-14 に重負荷期において，バンク事故時刻 12 時，太陽光発電導入率 30%に設定した

際の電圧制御結果を示す。図 3-14 から，従来手法を用いた場合にはバンク事故復旧配電線

での電圧下限逸脱量を削減するため，提案手法に比べ LRT のタップ値を高めに維持する時

間帯が多いことがわかる。その結果，バンク事故復旧配電線での電圧下限逸脱量を削減で

きているが，他の配電線において電圧上限逸脱を引き起こし，6 配電線全てで電圧逸脱が

生じてしまっている。一方，提案手法を用いた場合では，電圧逸脱需要家数を考慮するた

めバンク事故復旧配電線での電圧逸脱量が従来手法よりも増加するものの，図 3-14(d)，(f)

から，バンク事故復旧を行う 2 配電線のみに電圧逸脱を抑えることができており，電圧逸

脱需要家数の大幅な削減が可能であることが確認できた。具体的には，従来手法では電圧

逸脱需要家数が 786 軒であるのに対し，提案手法では 320 軒であり，提案手法を活用する

ことで約 59%の削減が可能であった。また，タップ動作回数に関しては，従来手法を用い

た場合では 46 回（LRT：18 回，SVR：28 回），提案手法を用いた場合では 24 回（LRT：0

回，SVR：24 回）であり，電圧逸脱需要家数を考慮してタップ制御を行うことにより，今

回の配電系統モデルにおいてはタップ動作回数の削減が可能となった。図 3-15 は電圧推定

誤差を示しており，重負荷期においても健全時と同様に電圧推定精度は高く，9 割以上を

絶対推定誤差 5V 以下に抑えることが可能であった。  

 図 3-16 は，それぞれの電圧制御手法におけるバンク事故復旧配電線（F1）の末端である

ノード 24 と太陽光発電が連系された住宅配電線（F3）の末端であるノード 70 の電圧分布

を示している。従来手法ではバンク事故が発生した直後にバンク事故復旧配電線の電圧下

限逸脱を検知し，タップ上げ動作を行うことでの電圧下限逸脱量を減少させており，提案

手法ではタップ動作を行わず，電圧下限逸脱量を削減できていないことが確認できる。し

かしながら，タップを切替えたことにより，従来手法では住宅配電線において電圧上限逸

脱が発生しており，事故復旧配電線の電圧逸脱が他の複数の配電線に波及させており，提

案手法ではこの電圧上限逸脱を防ぐことができている。これが電圧逸脱需要家数をタップ

切替の電圧制御指標に加えた影響であり，従来手法を用いると電圧逸脱量は小さく済むが

電圧逸脱を複数の配電線に波及しているが，提案手法では電圧逸脱量は大きくなるが電圧

逸脱の生じる需要家数，配電線数を削減することが可能である。ただし，提案手法を用い

た場合においても，電圧逸脱需要家数の削減のためにバンク事故発生時の電圧逸脱量が増

加することはない。表 3-8，表 3-9 にバンク事故発生時刻，太陽光発電の導入率を変化させ

た際の配電系統全体の太陽光発電の総発電量，および電圧逸脱需要家数を示す。これらの

結果から，提案手法を用いることで太陽光発電の総発電量は最大で 31.7%の増加が可能で

あることがわかる。また，従来手法ではバンク事故が昼から夜にかけて発生した場合に電

圧逸脱需要家数が多くなる傾向があるが，提案手法を用いた場合ではバンク事故が発生す

る時間に関係なく常に同じ電圧逸脱需要家数となり，従来手法と比較して 18 時にバンク

事故が発生したケースで最大約 59.5%の削減が可能であった。  
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(a) 従来手法による電圧分布  

 
(b) 提案手法による電圧分布  

 
(c) 従来手法におけるタップ値  

 
(d) 提案手法におけるタップ値  

 
(e) 従来手法による電圧逸脱需要家数  

 
(f) 提案手法による電圧逸脱需要家数  

図 3-14  従来手法と提案手法による重負荷期における電圧制御結果  

 

 

図 3-15 重負荷期における電圧推定誤差  
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表 3-8 重負荷期におけるバンク事故発生時刻ごとの太陽光発電の総発電量  

 太陽光発電の総発電量 [%] 

従来手法  提案手法  

6 時 12 時  18 時  24 時  6 時 12 時  18 時  24 時  

太陽光  

発電の  

導入率  

10% 64.5 75.9 79.9 79.9 96.2 100 95.4 95.4 

20% 61.2 71.7 77.3 77.3 91.6 94.0 90.4 90.4 

30% 59.6 68.3 74.7 74.7 82.3 94.0 80.0 80.1 

40% 59.3 65.5 70.9 70.9 76.9 78.4 74.9 74.9 

50% 57.2 62.6 67.7 67.8 74.5 74.9 73.0 73.1 

 

 

 

 

 

 
(a) 従来手法を用いた際のバンク事故復旧  

  配電線の末端ノード電圧（F1，N24）  

 
(b) 提案手法を用いた際のバンク事故復旧  

  配電線の末端ノード電圧（F1，N24）  

 
(c) 従来手法を用いた際の住宅配電線の  

末端ノード電圧（F3，N70）  

 
(d) 提案手法を用いた際の住宅配電線の  

末端ノード電圧（F3，N70）  

図 3-16  バンク事故復旧配電線と住宅配電線の末端ノード電圧  



第 3 章 バンク事故復旧に対応した電圧制御機器の協調電圧管理手法 

-68- 

 

 

表 3-9 重負荷期におけるバンク事故発生時刻ごとの電圧逸脱需要家数  

 電圧逸脱需要家数 [軒] 

従来手法  提案手法  

バンク事故  

発生時刻  

6 時 584 320 

12 時  786 320 

18 時  790 320 

24 時  584 320 

 

 

 以上より，今回の配電系統モデルにおいてバンク事故復旧時に提案手法を適用した際に

は，軽負荷期には太陽光発電の総発電量は従来手法と比べて減少したものの，その割合は

小さく，従来手法で発生していた電圧逸脱を解消することが可能となった。また，重負荷

期には太陽光発電の総発電量の増加，および電圧逸脱需要家数の削減が可能であり，バン

ク事故復旧時の電圧逸脱の他の配電線への波及を防止可能であることを確認した。  

 一方，重負荷期における提案手法の電圧制御結果は，一部の需要家のみ大幅に電圧逸脱

する結果となった。しかしながら，提案手法によって電圧逸脱の生じる地域・区間を局所

的にできるため，特定地域の需要家のみに影響が出るということが予めわかっていれば，

設備投資や発電車を向かわせる等の措置を行うことができ，配電系統計画・運用を行う上

で十分に有用な電圧制御手法だと言える。なお，本研究で想定した異バンクによる事故復

旧は，電圧降下が大きくなり最も電圧管理が困難となるケースである。そのため，バンク

事故復旧時よりも電圧管理が容易となる他の高圧配電線事故においても，提案手法は妥当

だと考えられる。また，提案する電圧制御手法は，センサ内蔵開閉器からの情報取得によ

り電圧分布を把握できるため，系統構成が異なる様々な配電系統に対しても適用可能であ

り，次世代の電圧制御手法として貢献できる手法である。  

 本検証では，バンク事故復旧配電線に太陽光発電が導入されていないことを前提として

評価を行った。太陽光発電が導入されている配電線にて系統事故が発生した場合には，太

陽光発電の解列・再並列を考慮する必要があり，これらの現象を踏まえた電圧制御手法の

開発，および評価が今後の重要な課題として挙げられる。  
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本章のまとめ 

 本章では，配電系統事故として最も電圧管理が困難となる配電用変電所の変圧器バンク

事故を想定し，バンク事故復旧時に対応した電圧管理手法を提案した。提案する電圧制御

手法は，配電系統に設置されたセンサ内蔵開閉器の計測電圧値を用いた集中型電圧制御手

法であり，電圧制御指標に電圧逸脱需要家数を取り入れ，バンク事故発生時の電圧逸脱量

を増加させない制約を設けることで，電圧逸脱量と電圧逸脱需要家数の双方を削減可能と

する多目的な電圧制御手法である。ここでは，配電用変電所以下 6 配電線を模擬した配電

系統モデルにおいて，健全時における電圧制御効果，ならびに健全時からバンク事故復旧

時への系統構成変化を踏まえた数値シミュレーションを実施し，太陽光発電の総発電量と

電圧逸脱需要家数の観点から，提案手法の有効性を検証した。以下に本章の実施内容をま

とめるとともに，今後の課題を述べる。  

 3.2 節では，配電系統事の高圧配電線事故における電圧管理において，これまで提案され

てきた電圧逸脱量の最小化を目的とする電圧制御手法を適用した際の問題点を述べるとと

もに，配電系統事故復旧時の電圧管理に電圧逸脱需要家数の削減が必要であることを述べ

た。  

 3.3 節では，配電系統における電圧逸脱量と電圧逸脱需要家数の双方を削減可能とする

多目的な電圧制御手法を提案した。提案する電圧制御手法では，センサ内蔵開閉器の計測

電圧値をもとに電圧分布を推定し，推定電圧から電圧逸脱需要家数を削減するようにタッ

プ制御を行う。その際，バンク事故発生時の電圧逸脱量を増加させることのないような制

約を設けており，電圧逸脱需要家数を削減するために電圧逸脱量が増加するようなタップ

制御は行わない。  

 3.4 節では，6 配電線をモデル化した配電系統モデルにて，健全時とバンク事故復旧時に

おける数値シミュレーションを実施し，提案手法の有効性を検証した。健全時には，太陽

光発電の導入率，晴天・曇天の発電プロファイルを変化させ，現行の電圧制御手法である

LDC 方式との電圧制御効果の比較を行い，提案手法により電圧逸脱の防止，太陽光発電の

総発電量の増加が可能であることを示した。しかしながら，電圧制御機器のタップ動作回

数が増加することが確認でき，電圧制御を行うためのパラメータとなる目標電圧範囲の設

定が課題となることを述べた。一方，バンク事故復旧時においては，太陽光発電の導入率，

重負荷・軽負荷の負荷パターン，ならびにバンク事故発生時刻を変化させ，これまで提案

されてきた電圧逸脱量の削減のみを目的とする単目的の集中型電圧制御手法との比較を実

施した。その結果，軽負荷期においては太陽光発電の総発電量が従来手法と比較して減少

したものの，電圧逸脱を解消することが可能であることを示した。重負荷期においては太

陽光発電の総発電量の増加，および電圧逸脱需要家数の削減が可能であること，また，バ

ンク事故復旧時の電圧逸脱の他の配電線への波及を防止できることを明らかにした。  
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 本研究では，電圧制御機器のタップ制御周期，および目標電圧範囲の設定などの制御パ

ラメータは試行錯誤的に決定しており，また，バンク事故復旧配電線に太陽光発電が導入

されていないことを前提として評価を行っている。そのため，健全時におけるタップ動作

回数の削減を目的とした電圧制御パラメータの決定や配電系統事故時の太陽光発電の解列，

再並列を踏まえた電圧制御手法の開発が今度の課題である。  
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第4章  

集中型管理制御下における 

サイバー攻撃検知手法[4-1]–[4-3] 

4.1 本章の概要 

 太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー電源の普及に伴う電圧制御の課題解決の

ために，通信設備の配備，センサ内蔵開閉器などの計測機器の導入が進められており，

SCADA（Supervisory Control And Data Acquisition）システムを活用した高度化した電圧管

理方式の検討が行われている [4-4]–[4-6]。近年では，センサ内蔵開閉器にてオンラインで計測

する電圧値・電流値に基づき系統を詳細に監視し，適切な電圧管理を行う集中型電圧制御

方式が次世代の電圧制御方式として期待されている。一方，計測情報を活用する集中型電

圧制御手法の場合，センサ計測電圧値が改ざんされた場合には電圧制御機器が誤動作し，

適正電圧範囲からの電圧逸脱が発生する可能性があるため，電力品質を確保するためにも

電圧管理上のサイバーセキュリティを向上させる必要がある [4-7]。しかしながら，送電系統

を対象としたサイバー攻撃による影響評価やサイバー攻撃検知アルゴリズムの検証は行わ

れている [4-8]–[4-11]が，配電系統において計測電圧値が改ざんされるなどのサイバーセキュ

リティの評価はこれまで成されていない。  

 本章では，配電系統電圧管理のサイバーセキュリティの観点から，計測電圧値の改ざん

が配電系統の電圧制御に与える影響を評価し，健全時の電圧の振る舞いや過去の計測情報

に基づいた計測電圧値の改ざんの検知手法を提案する。提案する改ざん検知手法は計測電

圧値の改ざんによるタップ切替の抑制，強制的なタップ切替といった電圧制御機器の誤動

作を最大限に防止し，適正電圧範囲からの電圧逸脱の発生を回避することを目的としてい

る。本研究では，提案手法に検知されることなく電圧制御機器の誤動作を引き起こす改ざ

んの可能性を考え，太陽光発電が大量導入された実配電系統モデルを用いて，改ざんされ

るセンサ内蔵開閉器数と改ざんに伴う電圧逸脱量，ならびに太陽光発電の発電量との関係

を評価し，提案する計測電圧値改ざん検知手法の妥当性を検証する。  
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4.2 電圧制御機器の集中型電圧制御手法 

 本節では，センサ内蔵開閉器の計測電圧値に基づいてタップ動作を行う集中型電圧制御

手法を提案し，計測電圧値に改ざんのない健全時における有用性を示す。  

 

4.2.1 集中型電圧制御手法 

 提案する集中型電圧制御手法の概念図を図 4-1 に示す。提案する電圧制御手法では，配

電系統に設置したセンサ内蔵開閉器の計測電圧値を通信設備を介して集約して系統を監視

し，配電系統全体の電圧値を基準電圧 Vref に近づけるようにタップ制御を行い，適正電圧

の維持を図る [4-4]。配電系統では，図 4-1 に示すように柱上変圧器のタップ比率により地点

ごとの適正電圧値が異なるため，本研究では適正電圧範囲の中央値を各ノードの基準電圧

iVref として定義し，基準電圧 iVref と計測電圧値 )(tVi との最大電圧偏差，および最小電圧偏

差からタップ切替を判断する。制御手法は現行の電圧制御方式である LDC 方式を拡張し

たものであり，基準電圧との最大電圧偏差と最小電圧偏差の総和を算出し，その総和を一

定範囲に維持するようにタップ切替を行うものである。  

 

図 4-1 集中型電圧制御手法  

 

 以下に，電圧制御機器のタップ制御について概説する。  

 センサ内蔵開閉器 i（i = 1,2,…, N）の取得時刻 t における計測電圧値 )(tVi について，基準

電圧 iVref （適正電圧範囲の中央値）との電圧偏差を求め，配電系統における最大電圧偏差

と最小電圧偏差の総和を算出する。  

OFF
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Controller
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iii VreftVtV  )()(  ················································································ (4.1) 

)(min)(min tVtV i
i
  ··············································································· (4.2) 

)(max)(max tVtV i
i

  ·············································································· (4.3) 

)()()( minmax tVtVtVc   ······································································ (4.4) 

算出した電圧偏差の総和について，予め設定した不感帯幅  からの逸脱量を積分し，不感

帯幅の逸脱時間積分値 F(t)が設定した閾値に達した場合に式(4.6)に示すタップ指令を電圧

制御機器へ与える。  

   dttVtVsgntF cc  )()()(  ······························································· (4.5) 















otherwisettap

FFifttap

FFifttap

ttap ref

ref

)(

,1)(

,1)(

)1(  ······························································ (4.6) 

 

4.2.2 実配電系統モデルを用いた集中型電圧制御手法の検証  

 本項では，実配電系統モデルを用いた数値シミュレーションにより，計測電圧値に改ざ

んのない健全時において，提案する集中型電圧制御手法の妥当性を検証する。  

 

(1) 数値シミュレーション条件  

 数値シミュレーションに用いる配電系統モデルを図 4-2 に示す。本配電系統モデルは住

宅地区を 6.6kV 高圧配電線から 100V 低圧配電線までを詳細に模擬した実配電系統モデル

であり，全 14 ノードにセンサ内蔵開閉器が設置されているものとした。本配電系統モデル

には高圧需要家 7 軒，低圧需要家 435 軒が存在し，低圧系統には 3~18 軒の低圧需要家が

連系されている。図 4-3 に高圧負荷電力，低圧系統での負荷電力，太陽光発電の発電電力

波形の一例を示す。高圧負荷は電気協同研究 [4-12]にて得られた実測値であり，低圧系統で

の負荷電力および太陽光発電電力は，群馬県太田市での新エネルギー・産業技術総合開発

機構（NEDO）「集中連系型太陽光発電システム実証研究 [4-13]」にて得られた実測値を活用

し，柱上変圧器以下の全住宅を縮約模擬した波形を使用した。また，電圧管理は配電用変

電所に設置された LRT によって行われ，4.2.2 項にて説明した集中型電圧制御方式を適用

する。その際，不感帯幅 ε = 90 [V]，タップ切替の閾値 Fref = 15[V∙s]に設定した。これらは

タップ動作回数の削減を目的として最適化を行った結果である。表 4-1 に配電系統構成，

集中型電圧制御方式の制御パラメータなどの数値シミュレーション条件を示す。  
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図 4-2 配電系統モデル  

LRT N8

N9

N10

N11

N12

N13

N14

LoadPV

柱上変圧器
高圧/低圧

N1 N2 N3 N4 N5 N6 N7

6.6kV高圧配電線
（三相3線）

LoadPV LoadPV LoadPV LoadPV

100V低圧配電線
（単相3線）

PV LoadPVLoad LoadPV

 

(a) 高圧負荷電力  

 

(b) 低圧負荷電力，太陽光発電電力の例  

図 4-3 高低圧負荷電力と太陽光発電の発電電力プロファイル  
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 なお，本研究では配電系統への太陽光発電の導入率について，(i) 導入率 0%，(ii) 導入

率 100%の 2 ケースを想定し，提案する集中型電圧制御手法を検証する。ここで，太陽光発

電導入率は式(4.7)に示すように低圧需要家軒数に対する導入割合にて定義し，導入率 100%

は全ての低圧需要家に太陽光発電が導入されていることを意味する。 

%100/ 　総低圧需要家軒数　太陽光発電導入台数太陽光発電導入率　   ··················· (4.7) 

 

表 4-1 数値シミュレーション条件  

 項目  設定値  

配電系統条件  

総配電線路長  9.83 [km] 

負荷容量  2113 [kVA] 

太陽光発電（導入率 100%）  1487 [ kW]  

N1 にける適正電圧範囲  

（柱上変圧器 6750/105V タップ）  

6621 ≦ V ≦ 6879 [V] 

（低圧換算：103≦V≦107 [V]）  

N2―N14 にける適正電圧範囲  

（柱上変圧器 6600/105V タップ）  

6474≦V≦6726 [V] 

（低圧換算：103≦V≦107 [V]）  

電圧制御機器  

LRT 

基準容量  20 [MVA] 

タップ幅  30 [V/tap]  

タップ級数  21 段  

不感帯幅  90 [V] 

動作時限  15 [V･s] 

センサ内蔵開閉器取得周期  1 [s] 

 

(2) 電圧制御結果  

 図 4-4，図 4-5 に太陽光発電の導入率 0%，導入率 100%での電圧制御結果を示す。各図

の(a)，(b)はそれぞれセンサ内蔵開閉器の計測電圧値，実際の電圧分布，および電圧制御機

器のタップ値を示している。計測電圧値に改ざんがない健全時には，(a) 計測電圧値と(b) 

実際の電圧分布との差はなく，太陽光発電導入率 0%の場合には朝方と夕方の時間帯にお

ける負荷電力の増加に伴い，電圧降下を補償するようなタップ切替が行われている。太陽

光発電導入率 100%の場合においても電圧制御機器のタップ切替の傾向は変わらず，夕方

の時間帯にタップ切替が行われるのみである。昼間の時間帯の特徴としては，太陽光発電

の発電電力により，各ノードの電圧分布の差が小さくなっているが，電圧上限逸脱を引き

起こす程の逆潮流も発生していない。結果として，提案する集中型電圧制御手法を採用す

ることにより，太陽光発電の導入率に関わらず，配電系統電圧を適正範囲内に維持できて

おり，その有効性が確認できる。なお，ノード 1（N1）の電圧は電圧制御機器 2 次側電圧
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値とほぼ同じ電圧値を取り，電圧逸脱の発生が見受けられないことから，評価対象から除

外している。  

 

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-4 太陽光発電導入率 0%における電圧制御結果  

 

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-5 太陽光発電導入率 100%における電圧制御結果  

 

 

4.3 計測電圧値の改ざん検知手法 

 4.2 節で提案したセンサ内蔵開閉器の計測情報を活用する集中型電圧制御手法では，セ

ンサ計測電圧値を支障なく取得できることを前提としている。しかしながら，現実的には

計測値の計測誤差，センサ装置の不具合などによるデータ計測値の計測誤差，センサ装置

の不具合などによるデータ欠損，といった問題が生じる可能性がある他，通信設備を活用

する SCADA システムであることから，悪意を持った攻撃者によりセンサ計測値の改ざん

等が行われる可能性が存在する。センサ計測値に改ざんが行われた場合には電圧制御機器

が誤動作し，適正電圧範囲からの電圧逸脱が発生する恐れがあり，電力品質を確保するた

めにも電圧管理上のサイバーセキュリティを向上させる必要がある。  

 本節では，まず，センサ計測電圧値が改ざんによる際の電圧制御における影響を電圧逸

脱発生の有無の観点から評価し，次に計測電圧値の改ざん検知手法を提案する。  
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4.3.1 計測電圧値の改ざんの方針と配電系統電圧制御に与える影響評価  

 本研究では，計測電圧値の改ざん方針として，電圧制御機器の誤動作を引き起こし，適

正電圧範囲からの電圧逸脱を発生させることを目的とした改ざんを想定する。図 4-2 の配

電系統モデルにおいては，系統電圧管理が電圧制御機器 LRT のタップ制御のみで行われて

おり，他の電圧制御機器が導入されていないことから，電圧制御機器の誤動作として下記

の 2 通りが考えられ，それぞれについて改ざんの影響を評価する。なお，攻撃シナリオと

しては 4 通りである。  

(i) 電圧制御機器のタップ切替の抑制  

(i-a)  タップ上げ動作の抑制による電圧下限逸脱  

(i-b)  タップ下げ動作の抑制による電圧上限逸脱  

(ii) 電圧制御機器のタップの強制的な切替  

(ii-a)  強制的なタップ下げ動作による電圧下限逸脱 

(ii-b)  強制的なタップ上げ動作による電圧上限逸脱  

なお，改ざんを行う攻撃者の前提として，下記の 4 つの前提条件を仮定する。  

1. センサ計測電圧値を任意に改ざんできるが，提案する改ざん検知手法（4.3.2 項）

以外のセキュリティ対策には検知されない  

2. 攻撃者は配電系統構成，センサ設置箇所，集中型電圧制御ロジック等の系統情報

を把握可能である  

3. ノード 1（N1）のセンサ計測電圧値には改ざんを行わない  

4. 配電系統に設置される全てのセンサ計測電圧値を同時には改ざんしない  

前提条件 3，前提条件 4 に関しては，図 4-2 に示す今回の配電系統において，ノード 1 の

電圧値が電圧制御機器 LRT の自端電圧（2 次側電圧）と比較的同じ値を取り，電流値・電

圧値と線路インピーダンスからノード 1 の電圧を推定可能であること，また，全てのセン

サ計測電圧値を改ざんできる際には容易に電圧逸脱を引き起こせるため，本研究の検討対

象外とする。   
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(i) 電圧制御機器のタップ切替の抑制による攻撃例  

 図 4-6，図 4-7 に電圧制御機器のタップ切替の抑制を引き起こす改ざんの例を示す。図

4-6，図 4-7 では，16 時以降のノード 5 からノード 14 までの計測電圧値を各ノードでの基

準電圧値（= 6600 [V]）に固定することにより，ノード電圧と基準電圧値との電圧偏差をな

くし，タップ動作の抑制を引き起こしている。計測電圧値の改ざんのない健全時には合計

3 回のタップ上げ動作を行う必要があるが，今回の改ざんにより，2 回のタップ上げ動作の

抑制が可能であり，その結果，図 4-6 (b)，図 4-7 (b)に示すように，夕方から夜間の時間帯

での電圧降下を補償できなくなり，末端ノード 13 にて電圧下限逸脱が発生した。また，太

陽光発電の導入率によりタップ上げ動作のタイミングが異なるため，夜間帯の電圧下限逸

脱量の大きさは異なるが，導入率に関わらず，電圧逸脱の発生が見受けられた。  

 

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-6 太陽光発電導入率 0%におけるタップ切替の抑制の攻撃例  

 

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-7 太陽光発電導入率 100%におけるタップ切替の抑制の攻撃例  

*図 4-6，図 4-7 は文献[4-3]を参考に作成  
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(ii) 電圧制御機器の強制的なタップ切替による攻撃例  

 図 4-8，図 4-9 に電圧制御機器の強制的なタップ切替を引き起こす改ざんの例を示す。今

回の例では，12 時から 17 時までの時間帯において，配電系統の末端のノード 13（N13）

の計測電圧値を日中の時間帯に 6300V に設定することで適正電圧範囲から大きく下限逸

脱させ，電圧制御機器のタップ上げ動作を引き起こしている。これは 4.2.1 項にて説明した

対象とする集中型電圧制御手法では，各ノードの計測電圧値と基準電圧（適正電圧範囲の

中央値）との電圧偏差から，配電系統全体として電圧偏差が小さくなるようにタップ制御

を行う制御方針を採用しているからであり，基準電圧値からの電圧偏差が極端に大きくな

る外れ値のような計測電圧値に影響をうけやすいためである。この結果，タップ上げ動作

により，電圧制御機器のタップ値は上限値（タップ値：21 段）に張り付き，配電系統の全

てのノードにおいて電圧上限逸脱が発生している。太陽光発電の導入率 100%の場合には，

日中の時間帯での逆潮流による電圧上昇が大きいため，電圧分布が高めに維持されており，

強制的なタップ上げ動作による影響が導入率 0%の場合と比較して大きく，適正電圧範囲

からの電圧逸脱量も大きくなる傾向がある。  

 

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-8 太陽光発電導入率 0%における強制的なタップ切替の攻撃例  

 

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-9 太陽光発電導入率 100%における強制的なタップ切替の攻撃例  

*図 4-8，図 4-9 は文献[4-3]を参考に作成  
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 以上より，センサ計測電圧値の改ざんが配電系統電圧制御へ与える影響として， (i) 電

圧制御機器の強制的なタップ切替，(ii) 電圧制御機器のタップ切替の抑制，の 2 通りの影

響を確認し，集中型電圧制御手法では計測電圧値の改ざんにより適切な電圧管理が困難と

なり，電圧逸脱が発生する状況を確認した。  

 

4.3.2 計測電圧値の改ざん検知手法 

 図 4-6 から図 4-9 に示す計測電圧値の改ざん例は，明らかに不自然な挙動であり，容易

に検知が可能である。そこで，本研究で提案する計測電圧値の検知手法は，健全時や過去

の計測電圧値の振る舞いに基づく検知手法であり，単純な 4 箇条で構成される。また，4.3.1

項で述べた 2 通りの電圧制御機器の誤動作を最大限に防止し，適正電圧範囲からの電圧逸

脱を削減することを目的としている。  

以下に，提案するセンサ計測電圧値の改ざん検知手法として，4 箇条を示す。  

 

条件 1. 電圧範囲制約（適正電圧維持制約）  

 センサ計測電圧値を用いた集中型電圧制御により，詳細な系統監視が可能となるため，

配電線電圧は適正電圧範囲に維持可能だと考えられる。つまり，ノード i の電圧は下記の

制約条件を満たす。  

NMiVtVV imax,iimin, ,,,,2,1)(   ························································ (4.8) 

ただし， ima x,imin ,VV , はノード i における適正電圧上下限値であり，N は配電系統の総ノード

数である。  

 
 

 

図 4-10 条件 1：電圧範囲制約による改ざん検知例  

Voltage

電源側

Length 

Vmax

Vmin

改ざん

✔検知（電圧範囲逸脱）

LRT

V1 V2

末端側

VM

VN
Vm

健全時
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条件 2. 配電線電圧の順序制約  

 配電系統は放射状構成のため，太陽光発電などの再生可能エネルギー電源が連系されて

いない場合には，配電線電圧は電源側から末端側に向かって単調に減少する。ただし，再

生可能エネルギー電源が連系されている場合には本条件は無視し，また，分岐線の電圧に

関しては，分岐線単位での電圧順序制約のみ考慮し，分岐線の末端ノード同士の電圧順序

はわからないものとする。  

配電線幹線  

)()()( 21 tVtVtV M   ·········································································· (4.9) 

配電線分岐線  

)()()( 1 tVtVtV NNm    ········································································· (4.10)  

 

 

条件 3. 電圧変動幅制約  

 電圧制御機器のタップ切替時を除き，配電線電圧が大きく離散的に変動することは少な

いため，現在のセンサ計測電圧値と一断面前の計測電圧値との電圧差は小さい。よって，

計測時刻 t における計測電圧値と計測時刻 t-1 での計測電圧値の電圧偏差に式(4.11)の制約

条件を設ける。ただし，定数 C は健全時と過去の電圧分布に基づき決定する。  

)()1()( 定数CtVtV ii   ········································································ (4.11) 

条件 4. 電圧分布幅制約  

 配電系統内の電圧には，ある程度のばらつきがあるため，センサ計測電圧値の最大値と

最小値の電圧偏差は一定値以上に保たれる。よって，計測電圧値の分布幅に関し，式(4.12)

 

図 4-11 条件 2：配電線電圧順序制約による改ざん検知例  

✔検知（電圧順序の変化）
Voltage

Length 

改ざん

LRT

V1 V2

末端側

VM

VN
Vm

健全時

電源側
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の制約条件を設定し，検知条件とする。ただし，定数 D は条件 3 と同じく，健全時と過去

の電圧分布の振る舞いより決定される値である。  

)()()( 定数DtVmintVmax j
j

i
i

  ·································································· (4.12) 

 

 

 

 

 上述した計測電圧値の改ざん検知手法により，4.3.1 項にて評価した 2 通りの改ざん攻撃

例はある程度の検知が可能となる。(i) 電圧制御機器の強制的なタップ切替の攻撃例では，

 

図 4-12 条件 3：配電線電圧変動幅制約による改ざん検知例  

V1 V2 VM

VN

✔検知（電圧変動幅制約）

Voltage

time

一定幅C以上

t-2 t-1 t

Vi(t)

Vi(t-1)

Vi(t-2)

LRT

 

図 4-13 条件 4：配電線電圧分布幅制約による改ざん検知例  

V1

✔検知（電圧分布幅制約）

Voltage

Length 

LRT

V2

末端側

VM

VN
Vm

電源側

一定幅D以下
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検知条件 1 および検知条件 3 により検知可能となり，(ii) 電圧制御機器のタップ切替の抑

制の攻撃例では，検知条件 1 および検知条件 4 により検知可能である。  

 

4.3.3 電圧逸脱を引き起こす計測電圧値の改ざんの分析 

 本項では，前項で述べた改ざん検知手法に検知されずに，タップ電圧制御機器の誤動作，

電圧逸脱を引き起こせる改ざんとして，どのような改ざんが考えられるかを分析する。  

 本研究にて採用する集中型電圧制御手法では，取得したセンサ計測電圧値を用いて，式

(4.4)－(4.6)に基づき電圧制御機器のタップ値を決定する。また，4.3.1 項にて設定した攻撃

者の前提条件より，攻撃者は集中型電圧制御ロジックを既知であるとしているため，電圧

制御機器の誤動作を引き起こすためには，式(4.4)で定義される )(tVc に影響を与えるよう

に計測電圧値を改ざんすることが最も効果的だと判断できる。このような考えのもと，

4.3.1 項にて述べた 4 つの改ざん方針について，改ざんの可能性を分析する。ただし，下記

の 5 条件を満たす前提にて図 4-1 に示す簡易的な配電系統モデルを想定し，検討を行う。  

仮定1. 分岐線がなく，ノード番号が電源側から末端側に向かって順に付けられて 

   いるとする  

仮定2. 太陽光発電の導入率は 0%とする  

仮定3. 改ざんされるセンサ数を K としたとき， 2 NK とする 

   （ノード 1 は改ざんされない）  

仮定4. 改ざん検知手法のうち，条件 3，条件 4 は除外する  

仮定5. ノード 1を除き，他の適正電圧範囲は同じである（ ii VVVV min,1min,max,1max, ,  ） 

 上記の条件では，配電系統の実際の電圧値 )(
*

tVi は電圧順序制約を満たす。  

)()()( **
2

*
1 tVtVtV N   ········································································· (4.13) 

 

(1) )(tVc の最大化  

 攻撃シナリオ(i-a) タップ上げ動作の抑制を引き起こすには，式(4.5)から， )(tVc を不感

帯幅内に維持する必要がある。  

  )()( * tVwhentV cc  ···································································· (4.14) 

また，攻撃シナリオ(ii-a) 強制的なタップ下げ動作に関しても同様に考えると，式(4.15)に

示すように， )(tVc を不感帯幅から上限逸脱させる必要がある。  
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  )()( * tVwhentV cc  ······································································· (4.15) 

式(4.14)，式(4.15)から， )(tVc を最大化することが攻撃シナリオ(i-a) ，および(ii-a)を引き

起こす必要条件となる。つまり，改ざんされるセンサ数を K とすると，下記の最大化問題

を解くことで得られる改ざんが，電圧制御機器の誤動作を引き起こす最も効果的な改ざん

となる。  

)(tVMaximize c  ················································································· (4.16) 

 
)()(

)()(:

)()()(

,,2,1,)(

*
11

*

21

tVtV

KtVtVi

tVtVtV

NiVtVVtosubject

ii

N

imax,iimin,













 ················································ (4.17) 

ここで，  は要素の数であり，改ざんされたセンサ数が K 以下であることを意味する。  

 上記の最大化問題では，式(4.4)から下記を満たす )(tVi を見つけることと等価である。  

)(max)(max)(max minmax tVtVtVc   ······················································ (4.18) 

式(4.18)の第一項については，電圧順序制約と仮定 3，仮定 5 よりノード 2 の計測電圧値

)(2 tV を，ノード 1 の実際の電圧値 )(*
1 tV と適正電圧上限値 max,2V より大きくなることがない

ように改ざんすることで得られる。  

  22max,
*

1

22max

),(min

)(max)(max

VrefVtV

VreftVtV




 ················································· (4.19) 

また，残りの K-1 のセンサ計測電圧値については，制約条件を満たしつつ )(min tV を最大

化する必要があり，  

1
*

1min )()(max   KNKN VreftVtV  ···························································· (4.20) 

式(4,19)，式(4.20)より， 

  1
*

122max,
*

1 )(),(min)(max   KNKNc VreftVVrefVtVtV  ································ (4.21) 

となる。つまり，ノード i の計測電圧値 )(tVi は，下記により得られる。  

 













 

otherwisetV

NKNiiftV

iifVtV

tV

i

KNi

)(

,,2)(

2),(min

)(
*

*
1

2max,
*

1

  ·························· (4.22) 
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(2) )(tVc の最小化  

 攻撃シナリオ(i-b) タップ下げ動作の抑制による電圧上限逸脱，(ii-b) 強制的なタップ上

げ動作による電圧上限逸脱，についても同様に考えられ， )(tVc の最小化が必要条件とな

る。  

)17.4(

)(

tosubject

tVMinimize c
 ··················································································· (4.23) 

 上記の最小化問題では，式(4.24)を満たす )(tVi を見つけることと等価である  

)(min)(min)(min minmax tVtVtVc   ························································ (4.24) 

最小電圧偏差 )(min tV に関しては，電圧順序制約よりノード N の計測電圧が最小値となる

ため，適正電圧下限値 NVmin, に張り付かせるような改ざんが効果的であり，また，最大電圧

偏差 )(max tV は，上位側のセンサ計測電圧値を末端側の電圧値と等しくさせることにより

最小化が可能であることから，ノード i の計測電圧値 )(tVi は，  

















otherwisetV

NiifV

KiiftV

tV

i

N

K

i

)(

,,2)(

)(
*

min,

*
1 

 ································· (4.25) 

となる。この時，  

NN VrefVtV  min,min )(min  ···································································· (4.26) 

1
*

1max )()(min   KK VreftVtV  ································································· (4.27) 

であることから，式(4.24)は，  

NNKKc VrefVVreftVtV   min,1
*

1 )()(min  ················································· (4.28) 

となる。  

 

 一方，太陽光発電が導入されている場合においても，上記と同様な改ざんの可能性が考

えられる。図 4-4，図 4-5 に示す健全時の電圧制御結果から，太陽光発電の導入による違い

は日中の時間帯に電圧上昇が生じ，配電系統での電圧分布幅が小さくなる点であり，夜間

の時間帯にタップ上げ動作が必要となる点は変わらない。そのため，電圧下限逸脱を引き

越す攻撃シナリオ(i-a)，(ii-a)では，式(4.22)と同様な改ざんが有効となる。また，電圧上限

逸脱を引き起こす攻撃シナリオ(i-b)，(ii-b)については，日中の時間帯の電圧上昇により簡

単に引き起こすことが可能だが，配電系統での電圧分布幅が小さくなる点，電圧制御機器

のタップ動作による電圧変化が離散的である点から，計測電圧値の改ざんによって電圧上

限逸脱を引き起こした際には全てのノード電圧が上限逸脱する可能性が高く，全てのノー
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ド電圧を改ざんする以外には，改ざんの検知が容易となる。そのため，式(4.25)に示す改ざ

んが有効であり，太陽光発電の導入時においても式(4.22)，式(4.25)での改ざんが電圧逸脱

を引き起こす上では必要な条件となる。  

 

4.4 数値シミュレーションによる改ざん検知手法の検証 

 本節では，提案する計測電圧値の改ざん検知手法の有用性を数値シミュレーションによ

り検証し，その結果をまとめる。  

 

4.4.1 数値シミュレーション条件 

 提案する計測電圧値の改ざん検知手法の有用性を評価するにあたり，本研究では，提案

する改ざん検知手法にて検知されることなく電圧制御機器の誤動作と適正電圧範囲からの

電圧逸脱を引き起こす改ざんの可能性を考え，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数と電圧逸

脱量，太陽光発発電の発電量の関係を評価する。なお，想定する計測電圧値の改ざんは，

4.3.3 項に述べた式(4.22)，式(4.25)を満たし，検知手法の条件 3，条件 4 で定義する電圧幅

制約を満たすものとする。数値シミュレーションに用いる配電系統モデルは，4.2.2 項の集

中型電圧制御手法の検証に用いた系統モデルと同じ系統を用いており，表  4-2 に示すよう

な太陽光発電の導入率 0%，100%（出力抑制なし），100%（出力抑制あり）の 3 通りにて評

価を行う。  

 

表 4-2 ケーススタディ 

 太陽光発電の導入率  出力抑制の有無  

Case I 0% - 

Case II 100% なし  

Case III 100% あり  

 

4.4.2 検知手法におけるパラメータ設定  

図 4-2 の配電系統モデルを用いる場合において，提案する検知手法の検知条件 3，検知

条件 4 での定数は，健全時の電圧の振る舞いから以下のように設定した。  

VDVC

VDVC

10,0.4:%100

40,01.0:%0





太陽光発電導入率

太陽光発電導入率
 ················································ (4.29) 

 また，検知条件 2 電圧順序制約は，配電線幹線と分岐線を踏まえ，以下のようになる。  
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【配電線幹線】  

(t)V(t)V(t)V(t)V(t)V(t)V(t)V 7654321   ········································· (4.30) 

【配電線分岐線】  

)()(

)()()(

)()()(

)()()(

1412

13126

11104

982

tVtV

tVtVtV

tVtVtV

tVtVtV









 ············································································· (4.31) 

4.4.3 数値シミュレーション結果 

Case I ：太陽光発電導入率 0% 

(1) 改ざんされるセンサ内蔵開閉器数：K = 3 の場合  

 図 4-14 に改ざんされるセンサ内蔵開閉器数が 1 つ（K = 3）の場合の電圧制御結果を示

す。図 4-14 では，ノード 2 の計測電圧値 V2(t)を徐々に大きくしてノード 1 の実電圧 V1
*(t)

にするとともに，ノード 13，ノード 14 の計測電圧値 V13(t), V14(t)をノード 12 の実電圧

V12
*(t)にするような改ざんを模擬している。  

)()()(

)()(
*

121413

*
12

tVtVtV

tVtV




 ············································································· (4.32) 

 図 4-14(b)に示すように，実際の電圧分布において電圧逸脱は見受けられず，電圧制御手

法によってはセンサ計測電圧値の改ざんが行われた場合でも電圧逸脱が発生しない可能性

を確認した。今回のケースでは，提案する改ざん検知手法ではセンサ計測電圧値の改ざん

を検知できないが，電圧逸脱の発生の観点からは問題ないと判断できる。また，検知条件

3：電圧分布幅制約，および検知条件 4：電圧変動幅制約にて設定する定数 C,D の値によっ

て結果が異なるため，これらの値の決定方針が重要となる。  

 

 

(a) センサ計測電圧値  

 

(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-14 太陽光発電導入率 0%における  

改ざんされるセンサ数 K=3 時の電圧制御結果例 
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(2) 改ざんされるセンサ内蔵開閉器数：K = 5 の場合  

 図 4-15 に改ざんされるセンサ数 K = 5 での電圧制御結果を示す。本ケースでは，午前 8

時以降にノード 2 の計測電圧 V2(t)をノード 1 の実電圧 V1
*(t)に徐々に近づけるとともに，

午前 11 時以降の配電系統末端のノード計測電圧 V7(t), V12(t), V13(t), V14(t)が上流のノード 6

の実電圧 V6
*(t)と等しくなるように改ざんを行った。  

)()()()()(

)()(
*

61413127

*
12

tVtVtVtVtV

tVtV




 ···························································· (4.33) 

 図 4-15 (b)の実際の電圧分布より，改ざんされるセンサ数 K = 5 の場合においても夕方の

時間帯に電圧下限逸脱が発生している。しかし，式(4.33)による末端ノードにおける計測電

圧値の改ざんにより，センサ計測電圧値における電圧逸脱が見受けられないため，計測電

圧値の改ざんを検知できない。K = 5 の場合には提案手法による計測電圧値の改ざん検知

が困難であり，式(4.33)の改ざんが電圧逸脱を引き起こす上で有効だと判断できる。  

 

 

(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-15 太陽光発電導入率 0%における  

   改ざんされるセンサ数 K=5 時の電圧制御結果例 [4-1], [4-2] 

 

 

図 4-16 太陽光発電導入率 0%における  

改ざんされるセンサ数 K=5 時のタップ動作  
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Case II ：太陽光発電導入率 100%（出力抑制なし）  

(1) 改ざんされるセンサ内蔵開閉器数：K = 1 の場合  

 図 4-17 に改ざんされるセンサ数 K = 1 のときの電圧制御結果を示す。図 4-17 では，14

時から 18 時頃までノード 2 の計測電圧 V2(t)をノード 1 の実電圧 V1
*(t)，もしくは適正電圧

上限値 Vmax,2(t)に近づける改ざんを行っている。  

 2max,
*

12 ),(min)( VtVtV   ·········································································· (4.34) 

その結果，実際の電圧分布において若干の電圧下限逸脱が発生したが，センサ計測電圧値

においても同時間帯に電圧下限逸脱が発生していることから，検知条件 1：電圧範囲制約

（適正電圧維持制約）による検知が可能となり，計測電圧値の改ざんに対する対策を行う

ことができる。  

 

 

(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-17 太陽光発電導入率 100%における  

改ざんされるセンサ数 K=1 時の電圧制御結果例 

 

(2) 改ざんされるセンサ内蔵開閉器数：K = 5 の場合  

 図 4-18 に改ざんされるセンサ数 K = 5 での電圧制御結果を示す。本ケースでは，攻撃シ

ナリオ(i-a)，(ii-a)を引き起こすような改ざんを想定する。まず，13 時頃から末端ノード 13

での計測電圧値 )(13 tV を適正電圧下限値に近づけ，16 時頃からノード 2 の計測電圧値 )(2 tV

を上流ノード 1 の実電圧 )(*
1 tV に近づけるような改ざんを行う。また，タップ下げ動作の結

果として生じる電圧下限逸脱を検知されないように，末端周辺ノード電圧を適正電圧範囲

内に維持できているかのような改ざんを行う。 

)()()()()(

)(

)()(

*
61413127

13min,13

*
12

tVtVtVtVtV

VtV

tVtV







 ···························································· (4.35) 

 上述した計測電圧値の改ざんにより，健全時のタップ動作と比較し，図 4-19 に示すよう

な強制的なタップ切替とタップ切替の抑制を引き起こすことが可能であり，その結果とし
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て，電圧下限逸脱を引き起こせることも確認した。なお，図 4-19 において，14 時頃のタッ

プ上げ動作は末端ノード 13 の計測電圧値改ざんによるものであり，19 時頃のタップ切替

の抑制は上流ノード 2 と末端周辺ノードの改ざんによるものである。また，太陽光発電導

入率 0%と同じく，センサ計測電圧値にて電圧逸脱を認識できないことから，改ざん検知が

困難と判断できる結果である。  

 

 

(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-18 太陽光発電導入率 100%における  

     改ざんされるセンサ数 K=5 時の電圧制御結果例 [4-1], [4-2] 

 

 

図 4-19 太陽光発電導入率 100%における  

改ざんされるセンサ数 K=5 時のタップ動作  

 

 ここで，Case I，II の両者のケースにおける改ざんされるセンサ内蔵開閉器数と電圧逸脱

量との関係を図 4-20 に示す。本研究では，4.2.2.項で述べた計測電圧値の改ざんを対象と

した検証を行っており，結果から，太陽光発電の導入率により提案する改ざん検知能力に

差異がないことが特徴である。また，図 4-20 に示すように，センサ内蔵開閉器数が 2 つ以

下（ 2K ）の場合には，提案する検知手法により計測電圧値の改ざんを完全に検知でき，

電圧制御機器の誤動作による電圧逸脱の回避が可能である。また，センサ計測電圧値の分

析によって改ざんされたセンサ設置箇所の把握が可能となれば，異常を検出したセンサ計

測値を使用しない（異常の除去），健全なセンサ計測電圧値から改ざんされたセンサ設置箇

所の電圧値を推定する（異常の推定）等の対策により集中型電圧制御手法への影響を除去
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できる他，集中型電圧制御手法から LDC 方式などの自律電圧手法へ移行するなどの対策

により電圧逸脱量の軽減を図ることができ，系統運用者の観点から，計測電圧値の改ざん

検知後の電圧管理手法を考案することが今後の課題である。  

 一方，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数が 3 つ以上（ 3K ）の場合には，計測電圧値の

改ざんを検知することができず，電圧逸脱発生を防止することができない改ざん例も見受

けられた。図 4-20 の結果から，改ざんされるセンサ数の増加に伴い電圧逸脱量が線形的に

増加することはなく，一定数ごとの段階的にしか増加していない。これは電圧制御機器の

タップ幅が固定であり，離散的にしか電圧制御を行えないためである。改ざんされるセン

サ数が増加した際に電圧逸脱量を削減するためには，集中型電圧制御手法において計測電

圧値の影響度の大きいセンサ設置箇所を監視し，電圧制御機器の誤動作を防止するなどの

対策などが有効である。例えば，式(4.22)，式(4.25)にて考えられる改ざん電圧値，および

Case I，II における数値シミュレーション結から，電源側と末端側のノードの計測値電圧の

改ざんが電圧制御に与える影響度が大きいと判断でき，配電系統運用者としては，ノード

2，ノード 13，ノード 14 の計測電圧値の監視を他のノードよりも厳重にするなどの対策を

講じることで検知能力の向上が見込めると予想できる。また，図 4-18(a)のセンサ計測電圧

値では，電源側のノードと末端ノードとの電圧分布幅が極端に大きくなっていることから，

配電系統全体の電圧分布幅が大きくなりすぎず，特定の計測電圧値のみ適正電圧上下限値

に近づくことはないといった制約，または，センサ内蔵開閉器間の電圧分布幅制約などを

提案する改ざん検知手法の条件に追加することで，今回の検証では検知できなかった計測

電圧値の改ざんも検知できると考えられるが，これらは今後の検討課題である。  

 

 

図 4-20 改ざんされるセンサ内蔵開閉器数と電圧逸脱量との関係 [4-3] 
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Case III ：太陽光発電導入率 100%（出力抑制あり）  

 現在，需要家に導入されている太陽光発電システムには，受電点の電圧が適正電圧上限

値を逸脱する場合には，備えられているパワーコンディショナ（PCS：Power Conditioning 

System）による出力抑制／無効電力の注入により，適正電圧維持を図ることが系統連系規

程 [4-14]に明記されている。そこで Case Ⅲでは，センサ計測電圧値の改ざんが需要家に与え

る影響として，計測電圧値の改ざんの有無による太陽光発電の発電量の比較を行い，改ざ

んの影響と太陽光発電量との関係を定量的に評価する。 

 

(1) 出力抑制モデル  

 本研究では，現在，導入されている太陽光発電システムの電圧上昇抑制機能として，単

純に発電出力を抑制する出力抑制機能を具備した PCS が大半であることから，文献[4-15], 

[4-16]を参考にした電圧依存型の出力抑制をモデル化した。図 4-21 に PCS による出力抑制

モデルを示す。本出力抑制モデルでは，需要家の受電点電圧 )(tVr を常に監視し，抑制開始

電圧 SV  [V]を超過した際に出力抑制速度 pK  [%/s]にて発電出力を抑制し，抑制解除電圧

EV  [V]を下回った際には，解除速度 rK  [%/s]にて発電出力抑制を解除する。 

 

 

図 4-21 発電出力抑制モデル  

 

(2) 健全時における電圧制御結果  

 本研究では，図 4-2 の配電系統モデルに接続する全 435 軒の低圧需要家に上述した PCS

の出力抑制機能が備わっていると想定した検証を行う。なお，発電出力抑制に関するパラ

メータは，下記のように設定した。  
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 図 4-22 に発電出力抑制後の配電系統全体の太陽光発電電力を示し，図 4-23 に健全時に
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おける電圧制御結果を示す。これらの図から，日中の時間帯に太陽光発電の出力抑制が行

われており，発電出力抑制なし時の電圧分布（図 4-5）と比較すると，太陽光発電による電

圧上昇が抑制されていることが見て取れるが，その他の時間帯における電圧制御機器のタ

ップ動作，電圧分布などは，図 4-5 の発電出力抑制なし時とあまり差がない。また，図 4-23

における最大の発電電力は 1275 [kW]であり，発電出力抑制なし時の太陽光発電の発電電

力（1487 [kW]）を 100%とした場合の約 85.7%に相当し，健全時には最大発電電力換算で

約 14.3%の発電出力が抑制されていることになる。  

 

  

図 4-22 出力抑制後の太陽光発電出力  
図 4-23 PCS による出力抑制がある場合

の電圧制御結果（健全時）  

 

(3) センサ計測電圧値の改ざん時における電圧制御結果  

 太陽光発電の発電出力抑制を引き起こすためには，配電系統全体の電圧を高めに維持さ

せることが必要であり，攻撃シナリオ(ii-b)のようなタップ上げ動作を誘発するような計測

電圧値の改ざんが有効と考えられる。そこで，本ケースでは，系統末端ノード 13 の計測電

圧値 )(13 tV を適正下限電圧値 13min,V に徐々に近づけるような改ざんを行う。  

13min,13 )( VtV   ······················································································ (4.37) 

 図 4-24 にセンサ計測電圧値の改ざん時の電圧制御結果を示し，図 4-25 に計測電圧値が

改ざんされた時と健全時との電圧制御機器のタップ動作の比較を示す。式(4.34)に示す改ざ

んを朝方から行うことにより，タップ上げ動作引き起こしており，健全時と比較して日中

の時間帯のタップ値が高めに維持されている。太陽光発電の発電出力抑制がない場合には，

日中の時間帯に電圧上限逸脱が起こる可能性が高いが，本ケースでは発電出力抑制機能が

働くことによって電圧上昇を抑えられ，電圧上限逸脱が回避できている。しかし，その反

面，図 4-26 および図 4-27 に示すように，改ざん時には発電電力の大幅な抑制が見受けら

れ，太陽光発電の利用率の低減が懸念される。図 4-26 は各ノードの１軒あたりの平均した

太陽光発電電力，図 4-27 では，配電系統全体における健全時と改ざん時との発電電力量の

比較を示しており，これらの図から，太陽光発電が接続されているノードによっては，セ

ンサ計測電圧計測値の改ざんにより，太陽光発電の平均発電電力，発電電力量が健全時と
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比較して 50%以上削減されてしまう需要家が存在する可能性があることがわかる。  

 また，電圧逸脱の発生を目的とした Case I，Case II での改ざんでは，改ざんされるセン

サ数は 3 つ以上でなければ電圧逸脱が発生しなかったが，今回のケースでは，改ざんされ

るセンサが 1 つあるだけで発電電力の抑制を引き起こすことが確認できた。さらに，発電

出力抑制は太陽光発電を設置する需要家が行う必要のあることであり，図 4-24(a)の結果か

らも計測電圧値の改ざんを検知できない可能性が高い。そのため，ノード間の電圧分布幅

制約を追加するなど，需要家の観点から発電電力の損失を低減できるような計測電圧値の

改ざん検知手法の向上が必要である。  

 
(a) センサ計測電圧値  

 
(b) 実際の電圧分布とタップ値  

図 4-24  PCS による発電出力抑制あり時の電圧制御結果 [4-1], [4-2] 

 

 

図 4-25 計測電圧値が改ざんされた際のタップ動作  

 

  

図 4-26 各ノードの１軒あたりの  

  平均太陽光発電電力 [4-1], [4-2] 

図 4-27 配電系統全体における健全時と  

    改ざん時との発電電力量の比較 [4-1], [4-2] 
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4.5 本章のまとめ 

 本章では，センサ内蔵開閉器の計測電圧値を用いる集中型電圧制御手法において，サイ

バーセキュリティの観点から，計測電圧値の改ざんが配電系統の電圧制御に与える影響を

評価し，健全時の電圧の振る舞いや過去の計測情報に基づいた計測電圧値の改ざんの検知

手法を提案した。また，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数と電圧逸脱量，太陽光発電の発

電量との関係を定量的に評価し，提案する改ざん検知手法の妥当性の評価を行った。以下

に，本章での実施内容をまとめるとともに，今後の課題を述べる。  

 4.2 節では，センサ内蔵開閉器の計測電圧値に基づいて電圧制御機器（LRT）のタップ値

を直接制御する集中型電圧制御手法を提案し，住宅地区を詳細に模擬した実配電系統モデ

ルを用いた評価を行った。数値シミュレーションでは，低圧需要家の軒数比として太陽光

発電の導入率を 0%，および 100%の 2 ケースで評価を行い，どちらのケースにおいても提

案する集中型電圧制御手法にて適正電圧を維持可能であることを確認した。  

 4.3 節では，電圧制御機器の強制的なタップ切替，タップ切替の抑制を引き起こす 2 パ

ターンのセンサ計測電圧値の改ざんを想定し，それぞれについて計測電圧値の改ざんが配

電系統電圧制御に与える影響を適正電圧範囲からの電圧逸脱発生の有無の観点から評価し

た。また，健全時と過去の電圧分布の振る舞いに基づく計測電圧値の改ざん検知手法を提

案し，4.2 節にて提案した集中型制御手法下において，電圧制御機器へ誤動作を与えうる計

測電圧値の改ざんの可能性を定式化した。  

 4.4 節では，提案するセンサ計測電圧値の改ざん検知手法の妥当性を検証するため，実配

電系統モデルを用いた数値シミュレーションを実施し，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数

と電圧逸脱量，太陽光発電の発電量との関係を定量的に評価した。その結果，改ざんされ

るセンサ内蔵開閉器数が一定数以下（K≦2）の場合には，計測電圧値の改ざんを完全に検

知できるが，一定数以上の場合には電圧逸脱を引き起こす改ざん例も発見でき，これらの

改ざんを検知するための提案手法の対策案を明記した。さらに，改ざん・異常の除去，電

圧制御手法の移行などの計測電圧値の改ざんを検知した後の電圧管理案を記述するととも

に，今後の課題とした。  

 また，計測電圧値の改ざんが需要家に与える影響評価として，太陽光発電の発電出力抑

制機能を想定し，健全時と改ざん時における太陽光発電電力の比較を行った。検証の結果，

センサ計測電圧値の改ざんが１つでもある場合に，健全時と比較して 50%程度まで発電出

力が抑制される可能性を認識し，需要家の観点から，計測電圧値の改ざんによる発電電力

の削減を防止できるような改ざん検知手法の向上も必要であることを確認した。  

 一方，本検証では，配電系統のすべてのノードにセンサ内蔵開閉器が設置されているこ

とを想定したが，実運用では，導入コストや配電系統構成により，センサ内装開閉器の導

入数には限りがある。そのため，センサ内蔵開閉器間のノード電圧の推定，改ざん箇所の

推定などの状態推定が必要であり，これらの状態推定を結びつけた計測電圧値の改ざん検
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知手法が必要となる。また，今回のケースでは住宅地区を模擬した一配電系統モデルにお

ける検証を行っており，今後は，現実に存在する多数の配電線，複数の電圧制御機器が設

置されている配電系統などにも対応する汎用的な改ざん検知手法の開発を行い，さらには，

種々の集中型電圧制御手法を計測電圧値の改ざんに対する頑健性の観点から評価し，配電

系統の電圧管理手法としての検証を行う必要がある。  
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第5章  

結論 

5.1 本研究の成果 

 本論文では，太陽光発電が大量に導入された配電系統において，電力の安定供給に向け，

健全時と配電系統事故復旧時の電圧管理を行う上での課題を整理し，これらの課題の解決

のために導入が進められている次世代電圧制御機器，センサ内蔵開閉器を活用した電圧管

理手法を提案した。  

 第 1 章では序論として，再生可能エネルギー電源の導入傾向と電力系統への大量導入に

伴う課題を述べるとともに，わが国における配電系統電圧管理の高度化の取り組みを概説

した。  

 第 2 章では，健全時の電圧管理手法として，複数台の電圧制御機器が配電線に多段設置

された配電系統における最適な自律分散型電圧制御手法を提案した。単一の配電線に複数

台の電圧制御機器が多段設置された配電系統では，太陽光発電の出力変動による急峻な電

圧変動により適正電圧維持が困難となるだけでなく，電圧制御機器の電圧制御に偏りが生

じ，タップ動作回数が増加するという課題があった。そこで，導入が進められている次世

代電圧制御機器（次世代 SVR）を対象とし，配電系統での電圧逸脱量と電圧制御機器のタ

ップ動作回数の削減，ならびにタップ動作回数の均平化を可能とする電圧管理手法を提案

した。提案手法では，次世代 SVR の電圧制御パラメータを貪欲法に基づく探索手法を用い

て高速に決定し，遠隔整定機能を活用して動的に電圧制御パラメータの更新を行う。ここ

では，提案する電圧制御手法を用いることにより，従来手法と比較して電圧逸脱量，1 日

の平均タップ動作回数を削減できるだけでなく，複数台の次世代 SVR のタップ動作回数の

均平化を行えることを確認し，提案手法により十分な電圧制御効果を得られ，次世代 SVR

の長寿命化にも期待できることを示した。配電系統制御シミュレータ ANSWER による電

気的実験では，従来手法と比較して晴天時には電圧逸脱量を約 72%，タップ動作回数を約

69%削減でき，曇天時には電圧逸脱量を約 79%，タップ動作回数を約 26 %削減できことを

明らかにした。  

 第 3 章では，配電系統事故として最も電圧管理が困難となるバンク事故を想定し，健全

時とバンク事故復旧時に対応した電圧制御機器の集中型電圧制御手法を提案した。これま
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での集中型電圧制御手法では，電圧制御機器のタップ切替を決定する電圧制御指標として

電圧逸脱量のみを考えた単目的なものであったため，バンク事故復旧時のような電圧逸脱

が生じやすい場合には事故復旧配電線の電圧逸脱が他の複数の配電線に波及してしまい，

電圧逸脱量は削減できるが，電圧逸脱が発生する需要家数が増加してしまう恐れがあった。

面的に広がる配電系統に存在する多様な需要家に対する電力品質を確保するためには，電

圧逸脱量だけでなく，電圧逸脱需要家数の削減も必要である。そこで，電圧制御指標に電

圧逸脱需要家数を取り入れ，バンク事故発生時の電圧逸脱量を増加させない制約を設ける

ことで，電圧逸脱量と電圧逸脱需要家数の双方を削減可能とする多目的な電圧制御手法を

提案した。ここでは，配電系統モデル上にて健全時からバンク事故復旧時への系統切替を

踏まえた数値シミュレーションを実施し，健全時において提案する電圧制御手法と現行の

電圧制御手法（LDC 方式）との比較を行い，電圧逸脱量を完全に防止できることを確認し

た。さらに健全時からバンク事故復旧時におよぶ数値シミュレーションにおいて，季節性

や太陽光発電の導入率などの様々な条件のもと，電圧逸脱量のみを考慮する単目的な集中

型電圧制御手法との比較により，提案手法を用いることで電圧逸脱需要家数を約 59%削減

でき，他配電線への電圧逸脱の波及を防止できることを明らかにした。  

 第 4 章では，センサ内蔵開閉器の計測情報を用いた集中型電圧制御手法において，配電

系統電圧制御のサイバーセキュリティの観点から，計測電圧値の改ざん検知手法を提案し

た。計測情報を活用する集中型電圧制御手法の場合，センサ計測電圧値が改ざんされた場

合には電圧制御機器が誤動作し，適正電圧範囲からの電圧逸脱が発生する可能性があるた

め，電圧管理上のサイバーセキュリティを向上させる必要がある。そこで，計測電圧値の

改ざんが配電系統の電圧制御に与える影響を評価し，健全時の電圧の振る舞いや過去の計

測情報に基づいた計測電圧値の改ざんの検知手法を提案した。提案する改ざん検知手法は

計測電圧値の改ざんによるタップ切替の抑制，強制的なタップ切替といった電圧制御機器

の誤動作を最大限に防止し，適正電圧範囲からの電圧逸脱の発生を回避することを目的と

している。本研究では，提案する検知手法に検知されることなく電圧制御機器の誤動作を

引き起こす改ざんの可能性を分析し，太陽光発電が大量導入された実配電系統モデルを用

いて，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数と改ざんに伴う電圧逸脱量，ならびに太陽光発電

の発電量との関係を定量的に評価した。その結果，改ざんされるセンサ内蔵開閉器数が一

定数以下であれば提案手法によって計測電圧値の改ざんを検知可能であることを明らかに

した。また，センサ計測電圧値の改ざんが 1 つでもある場合には，改ざんのない健全時と

比較して太陽光発電の発電出力が 50%程度まで抑制されるケースを確認し，需要家の観点

から，計測電圧値の改ざんによる発電電力の削減を防止できるような改ざん検知手法の向

上が必要であることを確認した。  

 以上から，本論文では配電系統の電圧管理に存在する技術的課題に対して，適切な電圧

管理手法を提案し，数値シミュレーションおよび配電系統制御シミュレータ ANSWER に

よる電気実験を通してその有効性を明らかにした。  
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5.2 今後の課題 

 本論文では，健全時と配電系統事故復旧時における配電系統の電圧管理上の課題に対し，

情報通信技術を活用した電圧管理手法を提案し，その妥当性を示した。しかし，本論文に

て提案した電圧管理手法の有効性は，面的に広がる実配電系統の一部でしか検証できてお

らず，需要家の消費電力の振る舞いや太陽光発電の導入分布などの実配電系統の不確実性

を詳細には模擬できていない。そのため，本研究では想定していなかった電圧制御機器や

多数の配電線などの様々な条件下で電圧制御効果の検証を行い，提案する電圧管理手法の

汎用性を向上させるとともに，実用化に向けた検証を行う必要がある。  

 近年では，需要家における省エネルギー・節電意識の高まりや，ヒートポンプ給湯機，

燃料電池，プラグイン電気自動車，蓄電池などの次世代エネルギー機器も増加しつつあり，

また，時間帯別電気料金などの電気料金プランを介して需要家と電力会社が双方向で繋が

ることで需要家の消費電力も変化してきている。こうした社会的情勢を考慮して適切な電

圧管理を行うためには，配電系統に存在する太陽光発電の発電量，需要家の消費電力を把

握する必要があり，これらの予測技術の開発やセンサ内蔵開閉器等の計測機器の設置台数，

設置箇所，および電力供給者と需要家が協調した電圧管理手法の開発などを行う必要があ

る。  

 以上のように，配電系統の電圧管理を行う上では，本論文で扱った課題の他にも様々な

解決すべき課題が存在し，再生可能エネルギー電源が大量に導入された配電系統において，

電力の安定供給を可能とする次世代型電圧管理の実現に向けた検証を行っていくことが重

要である。  
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